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◎ 見通しに関するお断り

◎ 編集方針

　本レポートは、株主・投資家さまをはじめとする幅広い読者を対象とし、「YASKAWAの将来性を広く伝える」というテーマのもと、当社をさまざまな
側面からバランスよくご理解いただけるよう心がけて作成しています。
　2016年度からの代表取締役社長の新任に伴い、トップメッセージで経営方針を掲載したのをはじめ、事業戦略をより深くご理解いただくために
中期経営計画を特集しました。
　安川電機のESGの取り組みでは、製品による環境・社会への貢献と、ロボット村における環境負荷低減の取り組みの両面からご紹介するとともに、
ガバナンスの機能を高める社外取締役対談ページを新たに設けました。

　本報告書に記載されている業績見通し等に関する将来の予測は、当社が現時点で入手可能な情報と、合理的であると判断する一定の前提に基
づいており、実際の業績はさまざまな要因により、この見通しとは異なることがあります。
　実際の業績等に影響を与えうる重要な要因には、当社の事業領域を取り巻く国内外の経済情勢、当社製品・サービスに対する需要動向、為替・
株式市場の動向などがあります。なお、業績に影響を与える要因はこれらに限定されるものではありません。
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世界をリードして100年
常に「次の時代」を支えています。

＊「メカトロニクス」は1960年代後半に「お客様の機械装置と当社の電機品を融合し、
　より高い機能を発揮できるように」との考え方から、安川電機が世界に先駆けて提唱したものです。

当社の使命は、その事業の遂行を通じて
広く社会の発展、人類の福祉に貢献することにある。
この使命達成のために、つぎの3項目を掲げ、その実現に努力する。

◎ 見通しに関するお断り

◎ 編集方針
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3. 市場志向の精神に従い、そのニーズにこたえるとともに需要家への奉仕に徹すること。
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安川電機のビジネスモデル
安川電機は、メガトレンドなどによる地球規模の課題解決に向けて、長年の研究・開発により「モーション制御」
「ロボット技術」「パワー変換」といったコア技術を培ってまいりました。その技術を3つの主力セグメントによる
事業活動を通じて製品・サービスに展開し、世界のものづくりや日々の生活の中で活躍していくことによって、
社会的な価値を創出し続けています。

メガトレンド ユーザー
（消費者）への
価値の提供

環境・
エネルギー問題

人口構成変化

ものづくりの
変革

● 環境問題意識の
　 向上

● エネルギー消費の
　 増大

● 先進国の労働人口
　 減少

● 寿命延長による
　 生活の質・意識
　 の向上

● 情報通信技術の
　 発達

● 変種変量生産

より便利で
豊かな生活
● 人間の能力がより
　 生かされる社会を
　 目指す

クリーンな
エネルギー
● 安全で持続可能な
　 社会を目指す

労働生産性の
向上
● メカトロニクス技術で
　 産業自動化革命を
　 目指す

安川電機

コア技術

ロ
ボ
ッ
ト
技
術

パ
ワ
ー
変
換

モ
ー
シ
ョ
ン
制
御

システム
エンジニアリング

事業

モーション
コントロール

事業

ロボット
事業

製造業
● 自動車
● 工作機械
● 電気・電子機器
● 鉄鋼プラント

社会インフラ
● 空調システム
● エレベータ
● エスカレータ
● 上下水道

研究･医療
● 大学
● 医療機関
● 研究機関

環境･
エネルギー
● 太陽光発電
● 風力発電

ＡＣサーボモータ・
コントローラ

インバータ

パワーコンディショナ

産業用ロボット

バイオメディカル
ロボット

プラント電機品

高圧インバータ

発電機

・・・

・・・

・・・

・・・
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身近にあるYASKAWA
安川電機が提供している多くの製品は、私たちの生活の中で直接目に触れる機会は多くありません。しかし、
便利で快適な生活に欠かせない自動車やスマートフォンなどのものづくりの現場で、あるいは大型空調や
エレベータ・エスカレータなどの設備の中で、重要な役割を果たしています。
このページでは、身近にあるYASKAWA製品の一例をご紹介いたします。

自動車の生産現場で、「MOTOMAN
＊」が

活躍しています

自動車ボディの溶接工程

自動車の製造工程では、多くの産業用ロボットが活
躍しています。特に、人間が作業すると危険が伴う
溶接や塗装工程でのロボット化率はほぼ100％と
なっています。いかにコンパクトな製造ラインで、
品質よく、そして効率的に自動車を製造できるかに
自動車メーカー各社は注力しており、その期待に
応える高性能なロボットを安川電機は提供してい
ます。

スマートフォンなどのモバイル機器は、液晶・バッテ
リー・半導体・電子部品など数多くの部品で構成され
ています。特に半導体は精密かつ複雑な構造なため、
約300もの工程を経て完成します。その工程では、専
用の製造装置が活躍しており、高い加工精度が求めら
れます。安川電機のＡＣサーボモータは、これらの製造
装置に組み込まれ、精密な動作を再現することはもちろ
んのこと、コンパクトで高効率・高信頼性を実現し、安定
した部品の製造を支えています。 半導体製造装置

スマートフォンの部品をつくる装置に
安川電機の高性能モータが使われています

インバータは、私たちの身の回りにたくさん存在して
います。日常生活や生産現場で用いられる電気エネル
ギーの大部分は“交流電源”であり、この電源にモータ
を直接接続すると、一定速度でしか回転しません。イン
バータを使うとモータの回る速さを自由に変えること
ができるため、例えばエスカレータのスムーズな動き
出しや、エアコンの風量調整、工事用・港湾用クレーン
の巻き上げ速度調整が自在にできるうえ、省エネにも
貢献しています。

モータに対して電気エネルギーの
供給、回転速度や回転方向の指令

インバータ

モータ

安川電機のインバータは、エスカレータなどの
スムーズな制御&省エネに貢献しています

＊ 安川電機製ロボットの製品名

ACサーボモータ
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沿革と強み

安川電機の創業

安川電機は1915年の創業以来、各種の近代産業を地域に興すべく、事業領域を「電動機（モータ）とその応用」と定め、常に時代の
最新技術へチャレンジし、創業当時は炭坑用電機品の受注生産からスタートし、官営八幡製鐡所のシステム制御に当社技術が採
用されました。その後、電動機の性能を向上させた画期的なミナーシャモータを開発しました。また、モータ制御に欠かせないイ
ンバータの研究・開発によりビジネス領域を拡大させていくと同時に、いちはやく自動化工場“アンマンドファクトリ*”の実現を目
指しました。さらに、“メカトロニクス”をキーワードとして、長年培ってきたモータ技術などを組み込んだ全電気式産業ロボットを国
内で初めて開発し、自動車産業をはじめとするものづくりの自動化に貢献しました。
近年ではこれらのコア技術を応用し、環境・エネルギー分野や
ヒューマトロニクス分野などの新規事業領域へ挑戦しています。

■時代の最先端技術への取り組み

大正時代の初め、電動機は蒸気機関に代わる新たな動力として、あらゆる産業分野
へ進出し始めようとしていました。その先端技術の基礎を学んだのが敬一郎の五
男、安川第五郎でした。「資金は出すが、口出しはせぬ。」との敬一郎の言葉に従い、
第五郎は1915年に、安川電機の前身である安川電機製作所を設立しました。
当初は敬一郎が経営する炭鉱会社の炭坑用電気品の受注製造からスタートしまし
た。当時の電気品はほとんどが輸入品で国産は極めて少なく、またその技術は数段
遅れており、これに取り組むことは、当時の時代の最先端を行くことでした。

■人材育成に力を注いだ創業者

当社創業発起人である安川敬一郎は、1849年に
福岡県で生まれました。明治維新後、欧米の新し
い知識と思想を学び、炭坑業に従事するとともに
紡績・製鉄・鉄道・銀行経営にも事業を広げていき
ました。
また、敬一郎は人材育成にも力を注ぎ、私財を投
じて1909年に技術者養成の専門学校として明治
専門学校を開校、現在は国立九州工業大学とし
て多くの技術者を輩出しています。

「メカトロニクス」の
商標登録出願登録 
1972年（昭和47年）

1915

オートメーションの安川
モートルの安川

メカトロニクスの安川

トータルソリューションの安川

1950
1970

1990

2010

2015

VSモータ第1号機5HP
可変速電動機

真空ロボット1号機
半導体ウエハ搬送用

ミナーシャモータ
DCサーボモータ

創業発起人
安川 敬一郎

創業者
安川 第五郎

明治専門学校（1909年開校）

操業初期の工場（1919年）

三相誘導電動機20HP
当社最初の販売製品

GA700
インバータ新シリーズ

A1000
汎用・高性能
ベクトル制御インバータ

Σ-7
世界最高の応答性能
周波数応答3.1kHzΣ-V

周波数応答1.6kHz

Σ-Ⅰ
世界ダントツの小形・軽量化
周波数応答250Hz

Varispeed AC
世界初
マトリクスコンバータ

MOTOMAN-BMDA3
バイオメディカル用途

＊ : 人手依存を脱する人間を中心に、機械のサポートによる
　   自動化工場をイメージした当社の造語

創業

鉄鋼プラント用電気品
紙・フィルム・繊維プラント用電気品 上下水道システム

VS-616G5
世界初汎用ベクトル制御
インバータ

VS-616GⅡLN
世界初IGBT
低騒音インバータ

VS-616HⅡ
世界初デジタル制御
インバータ

VS-616T
世界初トランジスタ
インバータ

Σ-Ⅱ
世界初シリアルエンコーダ採用
周波数応答400Hz

MOTOMAN-L10
日本初の全電気式の
多関節ロボット

MOTOMAN-SK16
自社ACサーボモータ
Σシリーズ採用
徹底した軽量化・スリム化

Σ-Ⅲ
周波数応答600Hz

現在の産業用ロボットの基となる製品。
それまで主流であった油圧式に代わる、
国内初の全電気式を開発し、製品化

現在のサーボモータの基となる
モータ。応答速度が従来比100倍
という画期的な製品

■「電動機とその応用」へ事業を集中
試行錯誤の技術開発を経て発売した電動機が
ヒットし業績が拡大
■電動機（ハード）だけでなく、それを制御
　する頭脳（ソフト）の開発も重要視

■制御技術の進歩によりメカニカル
　オートメーションを志向
機械の電動化や、セメント・炭鉱・鉄鋼・な
どの大形プラントのオートメーション化を
推進

■機械のサポートによる自動化工場
　“アンマンドファクトリ”の実現を
　目指す

MOTOMAN-VA1400
世界初7軸
アーク溶接ロボット MOTOMAN-GP8

動作能力を格段に
向上した
新小形ロボット

MOTOMAN-UP6
世界初複数ロボット
協調制御

ReWalk
歩行アシスト装置

Enewinシリーズ
大型風力発電システム

PV1000
太陽光発電用
パワーコンディショナ

ACサーボモータ

イ ン バ ー タ

環境・エネルギー

システムエンジニアリング

1917年

1958年

1969年 1977年

1974年

1987年

1984年 1988年 1995年

2002年

2005年

2005年

2007年

2008年

2008年

2013年

2013年

2016年

MOTOMAN-HC10
人共存形ロボット

2015年

2016年

2010年 2011年

1992年

1995年

1998年

1997年

1953年

■メカニズムとエレクトロニクスの融合
　“メカトロニクス”
　お客さまの機械装置（メカニズム）と当社の電機品（エレクトロ
　ニクス）を融合し、より高い性能を発揮する“メカトロニクス”と
　いう概念を世界に先駆けて提唱
■メカトロニクス市場の急成長に対し積極的に経営資源
　を投入し、新製品を数々発表
■創立75周年を契機にCIを導入し社名を「安川電機製作所」
　から「安川電機」に変更

MOTOMAN-DA20
双腕ロボット

LR2

下肢用
リハビリ装置

ヒューマトロニクス

産業用ロボット

創立
100周年

■社会・産業の変革にマッチしたソリューションを提供
メカトロニクス製品をコンポーネントとして提供するのみならず、お客さまに最適な
ソリューションをトータルに提案。“用途最適化”をキーワードに幅広いシリーズ展開を加速

■メカトロニクス技術を応用展開させ、新規事業の創出に注力
メカトロニクス技術を応用し、風力・太陽光発電用電機品や電気自動車（EV）用システム
へ事業を展開。さらにはバイオメディカルや介護・医療分野などの新規領域へも挑戦
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沿革と強み

安川電機の創業

安川電機は1915年の創業以来、各種の近代産業を地域に興すべく、事業領域を「電動機（モータ）とその応用」と定め、常に時代の
最新技術へチャレンジし、創業当時は炭坑用電機品の受注生産からスタートし、官営八幡製鐡所のシステム制御に当社技術が採
用されました。その後、電動機の性能を向上させた画期的なミナーシャモータを開発しました。また、モータ制御に欠かせないイ
ンバータの研究・開発によりビジネス領域を拡大させていくと同時に、いちはやく自動化工場“アンマンドファクトリ*”の実現を目
指しました。さらに、“メカトロニクス”をキーワードとして、長年培ってきたモータ技術などを組み込んだ全電気式産業ロボットを国
内で初めて開発し、自動車産業をはじめとするものづくりの自動化に貢献しました。
近年ではこれらのコア技術を応用し、環境・エネルギー分野や
ヒューマトロニクス分野などの新規事業領域へ挑戦しています。

■時代の最先端技術への取り組み

大正時代の初め、電動機は蒸気機関に代わる新たな動力として、あらゆる産業分野
へ進出し始めようとしていました。その先端技術の基礎を学んだのが敬一郎の五
男、安川第五郎でした。「資金は出すが、口出しはせぬ。」との敬一郎の言葉に従い、
第五郎は1915年に、安川電機の前身である安川電機製作所を設立しました。
当初は敬一郎が経営する炭鉱会社の炭坑用電気品の受注製造からスタートしまし
た。当時の電気品はほとんどが輸入品で国産は極めて少なく、またその技術は数段
遅れており、これに取り組むことは、当時の時代の最先端を行くことでした。

■人材育成に力を注いだ創業者

当社創業発起人である安川敬一郎は、1849年に
福岡県で生まれました。明治維新後、欧米の新し
い知識と思想を学び、炭坑業に従事するとともに
紡績・製鉄・鉄道・銀行経営にも事業を広げていき
ました。
また、敬一郎は人材育成にも力を注ぎ、私財を投
じて1909年に技術者養成の専門学校として明治
専門学校を開校、現在は国立九州工業大学とし
て多くの技術者を輩出しています。

「メカトロニクス」の
商標登録出願登録 
1972年（昭和47年）

1915

オートメーションの安川
モートルの安川

メカトロニクスの安川

トータルソリューションの安川

1950
1970

1990

2010

2015

VSモータ第1号機5HP
可変速電動機

真空ロボット1号機
半導体ウエハ搬送用

ミナーシャモータ
DCサーボモータ

創業発起人
安川 敬一郎

創業者
安川 第五郎

明治専門学校（1909年開校）

操業初期の工場（1919年）

三相誘導電動機20HP
当社最初の販売製品

GA700
インバータ新シリーズ

A1000
汎用・高性能
ベクトル制御インバータ

Σ-7
世界最高の応答性能
周波数応答3.1kHzΣ-V

周波数応答1.6kHz

Σ-Ⅰ
世界ダントツの小形・軽量化
周波数応答250Hz

Varispeed AC
世界初
マトリクスコンバータ

MOTOMAN-BMDA3
バイオメディカル用途

＊ : 人手依存を脱する人間を中心に、機械のサポートによる
　   自動化工場をイメージした当社の造語

創業

鉄鋼プラント用電気品
紙・フィルム・繊維プラント用電気品 上下水道システム

VS-616G5
世界初汎用ベクトル制御
インバータ

VS-616GⅡLN
世界初IGBT
低騒音インバータ

VS-616HⅡ
世界初デジタル制御
インバータ

VS-616T
世界初トランジスタ
インバータ

Σ-Ⅱ
世界初シリアルエンコーダ採用
周波数応答400Hz

MOTOMAN-L10
日本初の全電気式の
多関節ロボット

MOTOMAN-SK16
自社ACサーボモータ
Σシリーズ採用
徹底した軽量化・スリム化

Σ-Ⅲ
周波数応答600Hz

現在の産業用ロボットの基となる製品。
それまで主流であった油圧式に代わる、
国内初の全電気式を開発し、製品化

現在のサーボモータの基となる
モータ。応答速度が従来比100倍
という画期的な製品

■「電動機とその応用」へ事業を集中
試行錯誤の技術開発を経て発売した電動機が
ヒットし業績が拡大
■電動機（ハード）だけでなく、それを制御
　する頭脳（ソフト）の開発も重要視

■制御技術の進歩によりメカニカル
　オートメーションを志向
機械の電動化や、セメント・炭鉱・鉄鋼・な
どの大形プラントのオートメーション化を
推進

■機械のサポートによる自動化工場
　“アンマンドファクトリ”の実現を
　目指す

MOTOMAN-VA1400
世界初7軸
アーク溶接ロボット MOTOMAN-GP8

動作能力を格段に
向上した
新小形ロボット

MOTOMAN-UP6
世界初複数ロボット
協調制御

ReWalk
歩行アシスト装置

Enewinシリーズ
大型風力発電システム

PV1000
太陽光発電用
パワーコンディショナ

ACサーボモータ

イ ン バ ー タ

環境・エネルギー

システムエンジニアリング

1917年

1958年

1969年 1977年

1974年

1987年

1984年 1988年 1995年

2002年

2005年

2005年

2007年

2008年

2008年

2013年

2013年

2016年

MOTOMAN-HC10
人共存形ロボット

2015年

2016年

2010年 2011年

1992年

1995年

1998年

1997年

1953年

■メカニズムとエレクトロニクスの融合
　“メカトロニクス”
　お客さまの機械装置（メカニズム）と当社の電機品（エレクトロ
　ニクス）を融合し、より高い性能を発揮する“メカトロニクス”と
　いう概念を世界に先駆けて提唱
■メカトロニクス市場の急成長に対し積極的に経営資源
　を投入し、新製品を数々発表
■創立75周年を契機にCIを導入し社名を「安川電機製作所」
　から「安川電機」に変更

MOTOMAN-DA20
双腕ロボット

LR2

下肢用
リハビリ装置

ヒューマトロニクス

産業用ロボット

創立
100周年

■社会・産業の変革にマッチしたソリューションを提供
メカトロニクス製品をコンポーネントとして提供するのみならず、お客さまに最適な
ソリューションをトータルに提案。“用途最適化”をキーワードに幅広いシリーズ展開を加速

■メカトロニクス技術を応用展開させ、新規事業の創出に注力
メカトロニクス技術を応用し、風力・太陽光発電用電機品や電気自動車（EV）用システム
へ事業を展開。さらにはバイオメディカルや介護・医療分野などの新規領域へも挑戦
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2006 2007 2008 2009 2010
　売上高 368,971 382,327 350,249 224,710 296,847

　営業利益 33,564 36,487 20,806 6,977 12,874

　営業利益率 9.1% 9.5% 5.9% 3.1% 4.3%

　経常利益 33,383 35,212 20,024 6,049 13,429

　経常利益率 9.0% 9.2% 5.7% 2.7%     4.5%

　当期純利益 18,982 20,242 6,892 5,699 6,544

　当期純利益率 5.1% 5.3% 2.0%  2.5% 2.2%

      
主
要
事
業
セ
グ
メ
ン
ト
別
情
報

　モーション
　コントロール

売上高 159,601 177,899 160,848 104,814 156,450

営業利益 19,832 21,370 11,755 3,169 8,980

利益率 12.4% 12.0% 7.3% 3.0% 5.7%

　ロボット
売上高 126,723 123,550 114,124 57,084 83,843

営業利益 8,983 8,576 3,200 8,327 1,673

利益率 7.1% 6.9% 2.8% 14.6% 2.0%

　システム
　エンジニアリング

売上高 49,487 50,517 46,768 41,498 34,349

営業利益 1,814 3,940 4,637 5,476 2,061

利益率 3.7% 7.8% 9.9% 13.2% 6.0%

仕
向
先
別
売
上
高

　日本 200,275 190,822 169,086 116,197 144,754

　米州 55,343 50,947 43,943 29,351 38,779

　欧州 46,566 58,424 52,887 24,332 29,610

　アジア 65,249 80,869 82,830 53,900 82,749

　その他 1,538 1,265 1,503 930 955

　海外売上高比率 45.7% 50.1% 51.7% 48.3% 51.2%
一
株
当
た
り  

 

情
報（
円
）

　一株当たり当期純利益：基本的 81.12 81.46 27.38 22.64 26.00

　一株当たり当期純利益：希薄化後 75.29 80.50 － －  －     

　一株当たり配当金 6.0 10.0 13.0 3.0 6.0

　自己資本 80,788 100,862 97,068 88,459 93,220

　自己資本比率 29.6% 34.9% 39.0% 36.6% 35.2%

　ROE（自己資本当期純利益率） 28.4% 22.3% 7.0% 6.1% 7.2%

　有利子負債 46,750 33,829 32,894 42,235 41,439

　D/E レシオ（倍） 0.6 0.3 0.3 0.5 0.4

　棚卸資産 58,136 57,902 54,705 46,200 58,066

　回転月数（月） 1.9 1.8 1.9 2.5 2.3

　設備投資額 8,452 9,121 8,611 4,119 6,655

　減価償却費 6,962 7,676 8,028 7,840 7,057

　研究開発費 8,417 9,738  9,704 8,493 9,724 

非財務データ
　従業員数（人）臨時従業員除く 8,056 8,347 8,463 8,176 8,085

　再雇用人数 （人）　 60歳以上64歳以下の正社員、嘱託社員の人数 －　 65 106 164 199

　障がい者雇用率   －　 1.56% 1.62% 1.75% 1.85%

　国内外国人雇用人数（人）正社員・契約社員 －　 12 14 16 14

　育児休職制度　女性利用者数 /利用率 －　 7人/100％ 3人/100% 5人 /100% 2人 /100％
　育児休職制度　男性利用者数（人） －　 0 2 1 1

　年間有給取得平均日数（日／人） －　 12.26 12.44 8.69 12.30

　生産・販売活動でのCO2排出量（t-CO2） 24,441 26,168 23,952 19,053 23,688

（百万円） （年度）

*1

財務・非財務データ

＊1：2013年度より報告セグメントを「モーションコントロール」「ロボット」「システムエンジニアリング」の3つに変更するとともに、管理区分を一部変更しております。2012年度までの各セグメントの金額および利益率は、セグメント
      変更前のベースで記載しています。また、「情報」セグメントの旧事業および「その他」については表示を割愛しています。
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2011 2012 2013 2014 2015
307,111 310,383 363,570 400,153 411,260 　売上高
14,818 13,070 25,702 31,532 36,730 　営業利益

4.8% 4.2% 7.1% 7.9% 8.9% 　営業利益率
15,626 14,053 27,084 33,884 35,833 　経常利益 

5.1% 4.5% 7.4% 8.5% 8.7% 　経常利益率
8,432 6,800 16,964 24,819 22,365 　当期純利益 

2.7% 2.2% 4.7% 6.2% 5.4% 　当期純利益率
149,410 144,333 162,346 188,116 187,548 　売上高

　モーション
　コントロール

      
主
要
事
業
セ
グ
メ
ン
ト
別
情
報

5,824 3,248 16,444 21,748 22,413 　営業利益
3.9% 2.3% 10.1% 11.6% 12.0% 　利益率

101,065 110,223 122,543 135,956 154,068 　売上高
　ロボット7,014 8,365 9,511 10,558 15,304 　営業利益

6.9% 7.6% 7.8% 7.8% 9.9% 　利益率
35,520 37,263 35,327 40,980 43,053 　売上高

　システム
　エンジニアリング1,917 1,504 △5 △768 △760 　営業利益

5.4% 4.0% 0.0% 1.9% 1.8%     　利益率
143,019 143,456 150,101 144,249 135,495 　日本

仕
向
先
別
売
上
高

43,985 51,113 58,481 72,616 85,088 　米州
33,939 32,047 42,499 46,921 52,011 　欧州
85,276 81,308 108,595 132,779 134,294 　アジア

890 2,456 3,892 3,590 4,370 　その他

53.4% 53.8% 58.7% 64.0% 67.1% 　海外売上高比率
33.51 27.03 67.42 98.45 84.71 　一株当たり当期純利益：基本的 一

株
当
た
り  

 

情
報（
円
）

－ 25.65 63.98 93.60 84.11 　一株当たり当期純利益：希薄化後
10.0 10.0 12.00 20.00 20.00 　一株当たり配当金

100,109 112,218 134,076 171,388 181,281 　自己資本
35.9% 37.1% 39.4% 44.1% 48.5% 　自己資本比率
8.7% 6.4% 13.8% 16.3% 12.8% 　ROE（自己資本当期純利益率） 

58,612 54,684 55,528 52,430 48,426 　有利子負債
0.6 0.5 0.4 0.3 0.3 　D/E レシオ（倍）

63,800 64,325 78,364 85,469 77,594 　棚卸資産
2.5 2.5 2.6 2.6 2.3 　回転月数（月） 

9,907 15,895 16,980 36,369 16,758 　設備投資額
7,606 8,114 9,214 11,534 13,063 　減価償却費 

10,398 10,731 14,033 15,317 16,819 　研究開発費 

　非財務データ
8,246 10,383 11,463 11,356 11,450 　従業員数（人）臨時従業員除く

239 246 236 213 229 　再雇用人数 （人）    60歳以上64歳以下の正社員、嘱託社員の人数

1.65% 2.15% 2.15% 2.04% 2.07% 　障がい者雇用率   
19 18 20 20 22 　国内外国人雇用人数（人）  正社員・契約社員

5人 /100% 5人/83% 7人/100% 4人 /100% 4人 /100% 　育児休職制度　女性利用者数 /利用率
4 1 1 3 3 　育児休職制度　男性利用者数（人）

12.81 12.44 12.49 12.48 14.49 　年間有給取得平均日数（日／人）
22,086 22,138 22,770 20,737 20,811 　生産・販売活動でのCO 2排出量（t-CO2）

（百万円）（年度）

*2*2 *2 *2 *2

*1

＊2：2011年度より営業拠点を含めて掲載
＊ ：金額は百万円以下、切り捨て表記

安
川
電
機
の
向
か
う
先

安
川
電
機
の
戦
略

E
S
G
へ
の
取
り
組
み

安
川
電
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YASKAWAレポート 2016　10



10.0

20.0

売上高
（事業セグメント別構成） 4,113億円
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500

0
2011 2012 2013 2014 2015（年度）

（億円） モーションコントロール
ロボット

システムエンジニアリング
その他

営業利益と
営業利益率 367億円
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0

（億円）

営業
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（%）

（%）

営業利益

総資産および
自己資本比率 3,735億円
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　この度、社長に就任しました小笠原浩です。就任にあたり
ステークホルダーの皆さまに謹んでご挨拶申し上げます。はじめに、
熊本県および大分県を中心に発生した地震により、被災された
皆さまには心よりお見舞い申し上げます。一日も早い復旧・復興
をお祈り申し上げます。
　世界の市場環境に目を向けると、成長を牽引してきた中国市
場の減速や、英国のEU離脱、為替・株式市場の急変動など、これ
まで以上に先行き不透明な状況にあります。このような状況下、
今年度は長期経営計画「2025年ビジョン」に基づいた最初の

ステップである新中期経営計画「Dash 25」を始動させました。
この計画では、メカトロニクスを軸とする既存事業の拡大に
加え、ロボットや環境・エネルギー機器を中心とした新たな事業を
確立・拡大させていく方針です。インダストリ4.0*1、IoT*2、
AIといった新しい技術が技術革新を興すような大きな変化の
時代には、新しいビジネスモデルが生み出される可能性が大いに
秘められています。このような状況を好機と捉え、当社の強みを
最大限に発揮しながらオープンイノベーションを柔軟に進め、
成長を加速させていきたいと思います。

　当社はモータとその制御をコア技術として常に世界一を目指
してきました。昨年度までの中期経営計画「Realize 100」では、
開発力・生産力・販売力をグローバル視点で強化・推進したことに
より、2015年度は売上高の目標であった4,000億円を一年前倒し
で実現し、営業利益も過去最高を達成しました。しかしながら
市場の変化は非常に早く、その変化に対し十分対応できていない
課題が見えてきました。中国市場の既存事業拡大は評価できる

反面、環境・エネルギーやロボットの新規分野では本格的な
ビジネス化には至っていません。結果として①方策、②目標値、
③アクション、④成果を出す組織、といったサイクルが十分に
連動していなかったという評価をしています。これまでの100年
は経験則から急激な変化に対し、慎重かつ時間を掛けて取り
組んできましたが、これからはこのサイクルをよりスピーディー
に進め、持続的な成長を実現していきます。

持続的な成長に向けて

開発力・生産力・販売力を

さらに強化し、筋肉質な

経営体制の実現を目指します。

2016年度より社長に就任されましたが、
ご自身の心境や抱負をお聞かせください。Q

Q 「Realize 100」をどのように評価しますか？

インダストリ4.0 ： ドイツ政府が提唱した第四次産業革命のコンセプト。インターネットなどの通信ネットワークを介して工場内外のモノやサービスを連携させることで、従来にはなかった新しい 
 　　  価値を創造し、新しいビジネスモデルを構築すること。
IoT ： Internet of Things の略称。あらゆる物をインターネットに接続する技術のこと。

＊1

＊2

代表取締役社長

新中期経営計画「Dash  25」をスタートさせ、
次の100年に向けてスタ  ートダッシュ！
特集
トップインタビュー

Realize 100

Dash 25
Challenge 25

Realize 25

● 進化する事業遂行力
● グローカル経営
● 新規事業創出・コア事業化

● 2025年ビジョンの
   基盤構築をスタート

2019～2022 2023～2025

2016～2018

2025年ビジョン

2013～2015

■長期経営計画とぞれぞれの中期経営計画の位置づけ
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ステークホルダーの皆さまに謹んでご挨拶申し上げます。はじめに、
熊本県および大分県を中心に発生した地震により、被災された
皆さまには心よりお見舞い申し上げます。一日も早い復旧・復興
をお祈り申し上げます。
　世界の市場環境に目を向けると、成長を牽引してきた中国市
場の減速や、英国のEU離脱、為替・株式市場の急変動など、これ
まで以上に先行き不透明な状況にあります。このような状況下、
今年度は長期経営計画「2025年ビジョン」に基づいた最初の

ステップである新中期経営計画「Dash 25」を始動させました。
この計画では、メカトロニクスを軸とする既存事業の拡大に
加え、ロボットや環境・エネルギー機器を中心とした新たな事業を
確立・拡大させていく方針です。インダストリ4.0*1、IoT*2、

AIといった新しい技術が技術革新を興すような大きな変化の
時代には、新しいビジネスモデルが生み出される可能性が大いに
秘められています。このような状況を好機と捉え、当社の強みを
最大限に発揮しながらオープンイノベーションを柔軟に進め、
成長を加速させていきたいと思います。

　当社はモータとその制御をコア技術として常に世界一を目指
してきました。昨年度までの中期経営計画「Realize 100」では、
開発力・生産力・販売力をグローバル視点で強化・推進したことに
より、2015年度は売上高の目標であった4,000億円を一年前倒し
で実現し、営業利益も過去最高を達成しました。しかしながら
市場の変化は非常に早く、その変化に対し十分対応できていない
課題が見えてきました。中国市場の既存事業拡大は評価できる

反面、環境・エネルギーやロボットの新規分野では本格的な
ビジネス化には至っていません。結果として①方策、②目標値、
③アクション、④成果を出す組織、といったサイクルが十分に
連動していなかったという評価をしています。これまでの100年
は経験則から急激な変化に対し、慎重かつ時間を掛けて取り
組んできましたが、これからはこのサイクルをよりスピーディー
に進め、持続的な成長を実現していきます。

2016年度より社長に就任されましたが、
ご自身の心境や抱負をお聞かせください。Q

Q 「Realize 100」をどのように評価しますか？

インダストリ4.0 ： ドイツ政府が提唱した第四次産業革命のコンセプト。インターネットなどの通信ネットワークを介して工場内外のモノやサービスを連携させることで、従来にはなかった新しい 
 　　  価値を創造し、新しいビジネスモデルを構築すること。
IoT ： Internet of Things の略称。あらゆる物をインターネットに接続する技術のこと。

＊1
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 ートダッシュ！
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Dash 25
Challenge 25

Realize 25

● 進化する事業遂行力
● グローカル経営
● 新規事業創出・コア事業化

● 2025年ビジョンの
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　当社のビジネスモデルは基本的にB t o Bですが、例えば
モーションコントロール事業はセットメーカー向け（BtoBtoB）、
ロボット事業はエンドユーザー向け（BtoBtoC）と、さらに2つの
ビジネスモデルに分かれます。ここにきて事業ごとのお客さま
によって部品単体としての売り方と、自動化のためのシステム
ソリューション提案といった売り方そのものが異なっていた
ことによるムリ・ムダ・ムラが見えてきました。セットメーカーは、
ロボットそのものの機能とモーションコントロールを組み合わせて
自社でシステムをつくりたい一方、エンドユーザーは単に
ロボットにシステムが組まれたものを使いたい発想です。ただ
モーションコントロールとロボットの親和性が弱いため、
モーションコントロールの売り方でロボットは売れないし、
その逆もまたしかりとなっていました。お客さまは自身のビジネス
が勝つためにさまざまなソリューションを活用されるので、
ロボットやモーションコントロールを単体で売りにいって商売
になる時代ではなくなってきています。今後は、モーション
コントロール製品とロボットを当社の強みとしながら、その

垣根を越えて融合させたような新しい提案をお客さまに展開
していきます。
　当社は創業から100年、技術立社を掲げ続け、それは当社の
強みであり今後も変わることはありません。しかし、お客さまの
要求にスピーディーかつ柔軟に対応し、グローバルで変化が
激しい中でも大きく成長していこうとするとき、技術の硬い視点
だけではなく、営業における柔らかい視点を強化する必要が
あります。この両方の視点を持ちながら開発・生産・販売の各組織
を横断し、有機的に活動する体制を強化していきます。

　これまで日本のコア産業が、別の新しい技術によってその産業
そのものがなくなってしまうような「イノベーションのジレンマ」
を数多く目の当りにしてきました。そのような中、電力のパワー
変換による駆動技術は現在モータしかなく、これから先もそれに
代わる技術は当面出てこないと予想しています。なぜ当社が100

年間事業を継続できたかというと、モータ技術としての向上は
大いにあったもののモータがなくなるほどの技術革新は
起こらなかったことが考えられます。当社が競争力を失わずに
事業を継続する限りは、当社のコア技術であるモータとその制御
を核に、技術も経験もさらに蓄積させていきます。すでに太陽光
発電用パワーコンディショナや大型風力発電用電機品といった
環境分野の市場では、パワー変換という応用技術の活用拡大を
進めています。しかし、次の100年の単位でいうとモータに
おける技術革新の可能性はゼロではなく、イノベーションの動きを
常に注視しておく必要があります。　　
　ロボットにおいて当社は、“仕事ができる産業用ロボット”と定義
を明確にしてきましたが、昨今“ロボット”という言葉が一般化し、
その定義が曖昧になってきています。加えて市場ではロボットの

インテリジェント化が進んでいるため、それらのロボットにも
優位性を持ちながら産業用ロボットの分野以外でも存在感を
出していかなければなりません。知能化・多能工化、そしてＡＩやＩｏＴ
をキーワードに他社より先行する取り組みを加速していきます。
　当社は長期経営計画「2025年ビジョン」において「コア技術
の進化とオープンイノベーションの融合による新しい価値の
提供」を掲げています。そして、今年度からスタートした新中期
経営計画「Dash 25」では、その実現に向けた基盤構築を基本
方針の一つとしています。強みである技術力をさらに上げる
ためには、①自社で技術を集積していく、②他社の力を借りて
つくる、③社外から買う、といった3通りしかありません。ＩｏＴや
インダストリ4.0など多様化する急激な変化の時代では、買う技
術はタイミングを計り待てばいいですが、新しい技術を意図的に
作る機会は今後急速に増えると予想しています。この領域を手
厚くカバーするためにオープンイノベーションは非常に重要であ
り、今後注力していきます。協業による新しい技術でイノベーションが
起こり、当社のコア事業化につながる可能性があれば、積極的に
自社のものとして取り込んでいきます。

　モータ技術を軸とした当社事業が今後も競争力を失わずに
継続していくためには、技術・経験をさらに蓄積し、同時に周辺の
技術を積極的に取り込み、さらに強固な事業基盤を築いていか
なくてはなりません。そして既存事業の拡大・新規事業の創出を
図り、事業を通じた社会貢献を継続的に果たしていくことで、企業
価値の向上と持続的成長の実現を追求していきます。

　「2025年ビジョン」は決して容易に実現できる目標ではありま
せんが、10年後の実現に向けて新中期経営計画「Dash 25」で
スタートダッシュしていきたいと考えています。　
　ステークホルダーの皆さまにおかれましては、今後ともご支援、
ご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

重要なのは新規事業の

立ち上げ加速とグローバル展開。

市況に頼らず、私たちの力で事業領域を

拡大させる組織へ進化していきます。

開発力・生産力・販売力の強化においてどのような方策を
考えていますか？Q

最後にステークホルダーの皆さまに一言お願いいたします。Q

小笠原社長は技術畑の出身ですが、当社を取り巻く技術の動向、
そしてオープンイノベーションの重要性をどうみていますか？Q
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製品

ロボット
製品

BtoBtoB BtoBtoC

新提案

総合力

YASKAWA
製品の

■お客さまのニーズに応える総合力の強化
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自社でシステムをつくりたい一方、エンドユーザーは単に
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なくてはなりません。そして既存事業の拡大・新規事業の創出を
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　「2025年ビジョン」は決して容易に実現できる目標ではありま
せんが、10年後の実現に向けて新中期経営計画「Dash 25」で
スタートダッシュしていきたいと考えています。　
　ステークホルダーの皆さまにおかれましては、今後ともご支援、
ご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。
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「Realize 100」での主な数値目標に対する2015年度の実績
について振り返ると、売上高は目標を大きく上回り、営業利益は
若干の未達となりましたが、ともに過去最高の実績を上げること
ができました。セグメント別の売上はモーションコントロール
では、インバータ事業が中国のインフラ関連や米国のオイル&

ガス関連にて需要低迷の影響を受け苦戦した一方、ACサーボ・
コントローラ事業は新製品のタイムリーな投入により、中国市場
を中心とするスマートフォン・工作機関連のニーズを的確に捉え
好調に推移したことから、全体では計画を達成しました。ロボット
事業についてもグローバルで堅調な自動車関連需要に加え、
ロボットセンタの積極的なグローバル展開による一般市場の開拓
が奏功し、計画を上回りました。システムエンジニアリング事業に
ついては、回復を織り込んでいた鉄鋼プラント関連が低迷し、
厳しい結果となりました。利益面については、新規事業でのM&A

など先行投資による経費増が影響し、目標に対して若干の未達と
なりましたが、ACサーボモータの新製品への切り替え加速に
よる採算性の改善や為替の追い風もあり、営業利益は、2012年
度比で2.8倍の増益を達成することができました。
新規事業については、コア技術を新領域に展開することで

事業化を目指しましたが、国内の環境・エネルギー関連市場の伸び
悩みと海外市場への参入が想定以上に難航したため、実績のある
欧米企業を買収し、そこに当社の技術を付加しシナジー効果を
発揮していく方向に舵を切り、事業化を加速させました。この施策
により売上への貢献が遅れ新規事業の売上高目標は未達となり
ましたが、太陽光・風力発電をはじめ、ＥＶや介護福祉・バイオメディ
カル関連において技術開発が進み、競争力のある製品化の準備が
整ったことから、新中期経営計画の中で売上拡大を目指し、実施
した先行投資に対する刈り取りを着実に行いたいと考えています。
グローバルな視点とローカルな視点を併せ持つグローカル経営
を推し進め、海外売上高比率は目標を超える67％となりました。
販売網のグローバルネットワーク化と需要地生産を徹底すると
同時に、地域ごとのお客さまのニーズに応える製品展開を進め
ました。特に需要地生産に関しては、その比率が2012年度に
29％だったのに対し、2015年度には41％まで高めることがで
きました。これにより、為替変動によるリスク対策を強化すること
ができたと考えています。また、ローカル開発にかかわるエンジ
ニア数を2012年度比で約3倍にまで増やし、現地の対応力を
着実に強化できたと評価しています。

特集
新中期経営計画  「Dash 25」
（2016年度~2018年度）

本特集では前中期経営計画「Realize 100」について、目標に対する実績がどのようであったか
しっかりと振り返ると同時に、期中に行った3件の大型M&A投資に関する評価を行います。
そして、新中期経営計画「Dash 25」の狙いと目標をご説明いたします。

前中期経営計画「Realize 100」の振り返り

＊長期経営計画（2016年度～ 2025年度）

当社は2013年にドイツのPLCメーカー VIPA社を、2014年に
米国の太陽光発電用パワーコンディショナメーカー ソレクトリア社
とフィンランドの風力発電用電機品メーカー スイッチ社を、それぞれ
買収しました。この3件のM&Aについては、買収時に想定した
成果をあげており、今後の売上拡大・利益貢献に期待しています。

VIPA社については、主にドイツでの包装、食品・飲料市場
及び物流向けコンベアシステムなどに有力な顧客基盤を有し
ており、当社のモーションコントロール製品やロボット製品と
組み合わせることで、FAシステムにおけるトータルソリュー
ション提案力を強化、欧州の売上増加に貢献しています。
ソレクトリア社は、米国を中心とする太陽光パワーコンディ
ショナメーカーで、高い競争力と有力な顧客基盤を有しており、
買収後はグローバルに通用する新製品の共同開発を進めてきま
した。スイッチ社は、今後の成長が期待される大型風力発電市
場において、大型風力発電用電機品（発電機・コンバータ）を
手がけており、双方の得意な技術によるシナジー効果を発揮し、
製品内製化率の向上や、新規顧客開拓などの積極的な営業

活動を行なったことで、2015年下期に欧州・中国などで大口
案件を受注いたしました。今後は大型風力発電関連で培った
発電機技術を、船舶分野などに応用展開させていきます。
このようなM&Aは、買収価格（対象会社が生み出す利益）
以上のシナジー効果が将来どれだけ生み出せるかが重要と
考えています。シナジーも含めた利益で買収コストを短期間
に回収できるか、またクロスボーダーな企業買収を行う際は
その地域に適した技術リソースや販売ネットワークを確保できるか
を想定し、買収の可否を慎重に判断しています。

2015年度「Realize 100」計画と実績の比較

「2025年ビジョン」＊実現の最初 のステップとして、
新中期経営計画「Dash 25」を スタート

代表取締役 専務執行役員

村上 周二

全社 売上高

2012年度 実績

3,103
1,288
1,100
715
104
130

4.2％
54％

1,790
1,410
800
370
400

10.0％
65％

1,875
1,541
697
220
367

8.9％
67％

4,000 4,113
105％
109％
87％
59％
92％

103％
（億円）

2015年度実績 計画達成率Realize 100
2015年度 計画

　モーションコントロール
　ロボット
　システムエンジニアリング・その他
うち 新規事業 売上高
営業利益
営業利益率
海外売上高比率

VIPA社 ソレクトリア社 スイッチ社

 3 件 の 大 型 M & A 投 資 が
今後の売上拡大・利益貢献に寄与します。
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度比で2.8倍の増益を達成することができました。
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特集
新中期経営計画  「Dash 25」
（2016年度~2018年度）

本特集では前中期経営計画「Realize 100」について、目標に対する実績がどのようであったか
しっかりと振り返ると同時に、期中に行った3件の大型M&A投資に関する評価を行います。
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ており、当社のモーションコントロール製品やロボット製品と
組み合わせることで、FAシステムにおけるトータルソリュー
ション提案力を強化、欧州の売上増加に貢献しています。
ソレクトリア社は、米国を中心とする太陽光パワーコンディ
ショナメーカーで、高い競争力と有力な顧客基盤を有しており、
買収後はグローバルに通用する新製品の共同開発を進めてきま
した。スイッチ社は、今後の成長が期待される大型風力発電市
場において、大型風力発電用電機品（発電機・コンバータ）を
手がけており、双方の得意な技術によるシナジー効果を発揮し、
製品内製化率の向上や、新規顧客開拓などの積極的な営業

活動を行なったことで、2015年下期に欧州・中国などで大口
案件を受注いたしました。今後は大型風力発電関連で培った
発電機技術を、船舶分野などに応用展開させていきます。
このようなM&Aは、買収価格（対象会社が生み出す利益）
以上のシナジー効果が将来どれだけ生み出せるかが重要と
考えています。シナジーも含めた利益で買収コストを短期間
に回収できるか、またクロスボーダーな企業買収を行う際は
その地域に適した技術リソースや販売ネットワークを確保できるか
を想定し、買収の可否を慎重に判断しています。

2015年度「Realize 100」計画と実績の比較

「2025年ビジョン」＊実現の最初 のステップとして、
新中期経営計画「Dash 25」を スタート

代表取締役 専務執行役員

村上 周二

全社 売上高

2012年度 実績

3,103
1,288
1,100
715
104
130

4.2％
54％

1,790
1,410
800
370
400

10.0％
65％

1,875
1,541
697
220
367

8.9％
67％

4,000 4,113
105％
109％
87％
59％
92％

103％
（億円）

2015年度実績 計画達成率Realize 100
2015年度 計画

　モーションコントロール
　ロボット
　システムエンジニアリング・その他
うち 新規事業 売上高
営業利益
営業利益率
海外売上高比率

VIPA社 ソレクトリア社 スイッチ社

 3 件 の 大 型 M & A 投 資 が
今後の売上拡大・利益貢献に寄与します。
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　「Dash 25」の対象期間である2016年度から2018年度に
おいては、前中期経営計画「Realize 100」と比較し為替の円安
効果が期待できず、また従来の中国のような世界経済の強力な
けん引役も存在しないことを想定しています。このような中、
長期経営計画「2025年ビジョン」（2016年度～2025年度）
実現のための最初のステップとして、スタートダッシュの意味を
込めて本計画を策定しました。この計画の大きな方向性としては、
まず「Real ize 100」で行った投資による効果を最大化させ
高収益体質を確立すること、次に新領域・新ビジネスモデルへの
挑戦を積極的に行っていくことを基本方針としています。具体的な
数値目標については、最終年度である2 0 1 8年度の売上高
4,500億円、営業利益450億円、営業利益率10％を掲げています。
なお、売上高のうち、新規事業（クリーンパワー事業・ヒューマト
ロニクス事業など）の売上高目標は400億円としています。　
　目標達成のための具体的な方策としては「Realize 100」の
成果を最大化させるために、グローカル開発体制を有効活用
した各市場・地域でのスピーディーな新製品展開を加速する
ほか、自動化の推進、フレキシブルな生産体制の構築、そして
最適地生産により、お客さまへの対応スピードをさらに向上
させます。また、アプリケーション別の対応力を強化した新形
インバータ「ゼロシリーズ」、高性能・小型化・使いやすさをさらに

追求した新形ロボット&コントローラを2016年度から段階的に
市場投入していきます。すでに好評を得ているACサーボモータ
「Σ-7」シリーズと併せ、これらの新製品の切り替え加速により
高収益な構造をしっかりと作り上げていきます。

　また「2025年ビジョン」の実現に向けた基盤を確実に構築
することを目的とし、コア事業領域で世界一を追求するために
I oTやAI、クラウドサービスなどを活用した新たな仕掛けを
行うとともに、新領域・新ビジネスモデルに対し積極的な挑戦を
行っていきます。

　具体的には当社が考えるインダストリ4.0の姿として“安川版
インダストリ4.0”を確立させます。当社の自動化技術とオープン
イノベーションによる他社技術との融合を図りながら、フレ
キシブル生産を可能にするBTO（Bui ld to Order）自動化
ラインを自社工場内に構築させます。そしてこれらをお客さまへ
展開することで新たなニーズを見つけ出し、次の製品開発に
つなげていきます。
　このBTO自動化ラインは「Dash 25」の期間中に実証し、
お客さまに評価いただける状況にすることを目指すと同時に、
その中核となる新自動化装置の開発も併せて進めます。この
コンセプトを「食」の領域へも展開させ、その生産自動化に挑戦
していきます。
　また、「Dash 25」ではクリーンパワー事業をコア事業化
させることも目標としています。太陽光発電向け事業と大型
風力発電向け事業において、それぞれソレクトリア社・スイッチ社
とのシナジーを最大化させ、グローバル展開を加速していくと
ともに、ＥＶ向け電機駆動システムにおいて最も期待できる
中国市場を攻略し、その成果をもとに日本の高付加価値市場の
攻略につなげていきます。
　これらの目標を達成するためには、既存事業の拡大に加え、
攻略すべき領域を定めた上で買収や資本提携、ベンチャー企業
への投資などを積極的に行っていく必要があると考えており、
設備投資計画と合わせた成長投資額（累計）800億円を計画し
ております。

　また、生み出した利益については適正な配分を心がけ、将来に
向けた成長投資とのバランスを考えながら、株主還元として
2020年度までに配当性向を30%まで段階的に引き上げて
いきます。基本的には利益の増加を反映した配当を行って
いきますが、状況に応じた安定的な配当も意識していきたいと
考えています。
　自己資本当期純利益率（ROE）については、「2025年ビジョン」に
おいて13%以上を確保することを公表しております。この
維持・実現にあたっては、成長投資を含む経営計画の確実な
達成によって将来の利益を増やしていくことがもっとも重要
だと考えています。
　安川電機は、産業分野においてIoTやインダストリ4.0などの
新しい変革が起ころうとしている中にいます。当社がこの変革
をうまくリードできれば大きなビジネスチャンスにつながるものと
確信しています。時代の流れを確実に捉え、成長し続ける企業を
これからも目指していきます。

特集
新中期経営計画  「Dash 25」
（2016年度~2018年度）

新中期経営計画「Dash 25」の狙いと目標

■「Ｄash 25」の位置づけ

■「Ｄash 25」基本方針

M & A など の 投 資 効 果を最 大 化させ
高 収 益 体 質を確 立し、新 たな 領 域 へ の 挑 戦を  積 極 的 に 行っていきます 。

＊グローカル経営：グローバルな発想の経営に加え、世界中どこでも地域に根ざしたベストな対応ができる体制

「2025年ビジョン」
実現に向けた基盤構築

Clean Power事業の
コア事業化

「Realize 100」
の成果最大化

新規事業
売上高 400億円

営業利益率
 10％

売上高 
4,500億円

グローカル経営  の進化＊

Ｄash 25
高収益企業体質

の確立

Challenge 25
新しい価値・市場の
創造に挑戦

Realize 25
ビジョンの
実現

20162015 2017 2018

（億円）

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

367
450

営業利益

4,113

4,500
売上高
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　「Dash 25」の対象期間である2016年度から2018年度に
おいては、前中期経営計画「Realize 100」と比較し為替の円安
効果が期待できず、また従来の中国のような世界経済の強力な
けん引役も存在しないことを想定しています。このような中、
長期経営計画「2025年ビジョン」（2016年度～2025年度）
実現のための最初のステップとして、スタートダッシュの意味を
込めて本計画を策定しました。この計画の大きな方向性としては、
まず「Real ize 100」で行った投資による効果を最大化させ
高収益体質を確立すること、次に新領域・新ビジネスモデルへの
挑戦を積極的に行っていくことを基本方針としています。具体的な
数値目標については、最終年度である2 0 1 8年度の売上高
4,500億円、営業利益450億円、営業利益率10％を掲げています。
なお、売上高のうち、新規事業（クリーンパワー事業・ヒューマト
ロニクス事業など）の売上高目標は400億円としています。　
　目標達成のための具体的な方策としては「Realize 100」の
成果を最大化させるために、グローカル開発体制を有効活用
した各市場・地域でのスピーディーな新製品展開を加速する
ほか、自動化の推進、フレキシブルな生産体制の構築、そして
最適地生産により、お客さまへの対応スピードをさらに向上
させます。また、アプリケーション別の対応力を強化した新形
インバータ「ゼロシリーズ」、高性能・小型化・使いやすさをさらに

追求した新形ロボット&コントローラを2016年度から段階的に
市場投入していきます。すでに好評を得ているACサーボモータ
「Σ-7」シリーズと併せ、これらの新製品の切り替え加速により
高収益な構造をしっかりと作り上げていきます。

　また「2025年ビジョン」の実現に向けた基盤を確実に構築
することを目的とし、コア事業領域で世界一を追求するために
I oTやAI、クラウドサービスなどを活用した新たな仕掛けを
行うとともに、新領域・新ビジネスモデルに対し積極的な挑戦を
行っていきます。

　具体的には当社が考えるインダストリ4.0の姿として“安川版
インダストリ4.0”を確立させます。当社の自動化技術とオープン
イノベーションによる他社技術との融合を図りながら、フレ
キシブル生産を可能にするBTO（Bui ld to Order）自動化
ラインを自社工場内に構築させます。そしてこれらをお客さまへ
展開することで新たなニーズを見つけ出し、次の製品開発に
つなげていきます。
　このBTO自動化ラインは「Dash 25」の期間中に実証し、
お客さまに評価いただける状況にすることを目指すと同時に、
その中核となる新自動化装置の開発も併せて進めます。この
コンセプトを「食」の領域へも展開させ、その生産自動化に挑戦
していきます。
　また、「Dash 25」ではクリーンパワー事業をコア事業化
させることも目標としています。太陽光発電向け事業と大型
風力発電向け事業において、それぞれソレクトリア社・スイッチ社
とのシナジーを最大化させ、グローバル展開を加速していくと
ともに、ＥＶ向け電機駆動システムにおいて最も期待できる
中国市場を攻略し、その成果をもとに日本の高付加価値市場の
攻略につなげていきます。
　これらの目標を達成するためには、既存事業の拡大に加え、
攻略すべき領域を定めた上で買収や資本提携、ベンチャー企業
への投資などを積極的に行っていく必要があると考えており、
設備投資計画と合わせた成長投資額（累計）800億円を計画し
ております。

　また、生み出した利益については適正な配分を心がけ、将来に
向けた成長投資とのバランスを考えながら、株主還元として
2020年度までに配当性向を30%まで段階的に引き上げて
いきます。基本的には利益の増加を反映した配当を行って
いきますが、状況に応じた安定的な配当も意識していきたいと
考えています。
　自己資本当期純利益率（ROE）については、「2025年ビジョン」に
おいて13%以上を確保することを公表しております。この
維持・実現にあたっては、成長投資を含む経営計画の確実な
達成によって将来の利益を増やしていくことがもっとも重要
だと考えています。
　安川電機は、産業分野においてIoTやインダストリ4.0などの
新しい変革が起ころうとしている中にいます。当社がこの変革
をうまくリードできれば大きなビジネスチャンスにつながるものと
確信しています。時代の流れを確実に捉え、成長し続ける企業を
これからも目指していきます。

特集
新中期経営計画  「Dash 25」
（2016年度~2018年度）

新中期経営計画「Dash 25」の狙いと目標

■「Ｄash 25」の位置づけ

■「Ｄash 25」基本方針

M & A など の 投 資 効 果を最 大 化させ
高 収 益 体 質を確 立し、新 たな 領 域 へ の 挑 戦を  積 極 的 に 行っていきます 。

＊グローカル経営：グローバルな発想の経営に加え、世界中どこでも地域に根ざしたベストな対応ができる体制

「2025年ビジョン」
実現に向けた基盤構築

Clean Power事業の
コア事業化

「Realize 100」
の成果最大化

新規事業
売上高 400億円

営業利益率
 10％

売上高 
4,500億円

グローカル経営  の進化＊

Ｄash 25
高収益企業体質

の確立

Challenge 25
新しい価値・市場の
創造に挑戦

Realize 25
ビジョンの
実現

20162015 2017 2018

（億円）

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

367
450

営業利益

4,113

4,500
売上高
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セグメントハイライト

モーションコントロール
MOTION CONTOROL

● ACサーボ・コントローラ事業
●インバータ事業

ロボット
ROBOTICS

●アーク溶接ロボット
●スポット溶接ロボット
●塗装ロボット
●ハンドリングロボット
●半導体・液晶製造装置用
　クリーン・真空搬送ロボット

システムエンジニアリング
SYSTEM ENGINEERING

●鉄鋼プラント事業
●社会システム事業
●環境・エネルギー事業
●配電機器事業
●産電事業

その他

●情報
●その他

ACサーボ・コントローラ事業と、インバー
タ事業から構成されています。
ACサーボ・コントローラ製品は電子部品や
半導体部品などの高い精度が求められる
生産機器に組み込まれています。
インバータは大型空調やエスカレータ・
エレベータなどの社会インフラで使われ、
省エネに貢献しています。

垂直多関節ロボットを主力製品として、自
動車関連市場を中心にさまざまな分野の
生産現場にて溶接・塗装・組立・搬送など
の自動化に貢献しています。

安定稼働が必須となる鉄鋼プラント・
水処理プラントなどの各種大型プラント
設備や大型クレーンを主な市場としています。
また、環境・エネルギー事業として、
大型風力発電関連の電機品（発電機・
コンバータなど）も扱っています。

情報関連事業および物流サービスなどの
事業を含むセグメントです。

事業内容 製品

▲  ACサーボドライブ
シリーズ＆

マシンコントローラ 
MP3300

スポット溶接ロボット▲
MOTOMAN-VS100　

▲インバータ
　GA700

▲ロボットコントローラ 
    DX200

◀ LIBWEレーザ
　加工装置

バイオメディカル用途双腕ロボット▲
MOTOMAN-BMDA3　

▲大型風力発電用発電機・コンバータ

▲高圧インバータ
FSDrive-MV1000

CDMA 1X▶
パケット通信アダプタ　

MMLink-1X　

▲船舶用コンバータ盤
（A1000/D1000）
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＊： 2013 年度より「情報」セグメントの事業を「その他」に含め、報告セグメントを「モーションコントロール」「ロボット」「システムエンジニアリング」
の 3 つに変更するとともに、管理区分を一部変更しております。2012 年度までの各セグメントの金額および利益率は、セグメント変更前のベー
スで記載しています。

売上高 * 営業利益 * 2015年度 仕向地先別 
売上高構成比 *
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● 売上高*

● 営業利益*

2015年度

2015年度

前期比0.3％減

前期比3.1％増

1,875億48 百万円

224 億13 百万円

1,800 億円

174億円

2016年度計画

2016年度計画

＊：ACサーボ・コントローラ事業とインバータ事業を合わせたモーションコントロールセグメ
ントの数値です。

　「Realize 100」においては、製品競争力の高い新製品「 」
シリーズの開発・生産・販売面におけるグローバル展開を行ったこと
から、売上高目標を達成することができました。具体的には、生産面
において中国市場が急成長する以前の早いタイミングで中国・
瀋陽市に工場を立ち上げたことにより、その後に急増したAC

サーボモータの需要に対し、日本から輸出することなく現地で対応
することができました。開発面については、「 」シリーズはグロー
バル４極体制で進め、旧シリーズ（ ）に比べ半分の期間で製品
化を実現しました。また中国市場向けに適した製品を瀋陽で開発し
ました。「 」の400V仕様については、主要市場である欧州で製
品仕様を決定後、基本設計を瀋陽で行い、ソフトウェアについては
米州と中国・瀋陽で完成させました。また「 」シリーズの
次世代機となる「GaNパワー半導体を搭載したアンプ内蔵サーボ
モータ」を開発研究所で試作開発し、2017年での製品化を目指し
ます。世界初となるGaNパワー半導体の搭載によって振動の低減
や冷却機能の高効率化を実現し、従来機種に比べて体積を1/4と
大幅に小型化することができました。これにより、お客さまの生産
現場における省スペース化や生産性の向上など、付加価値の向上
に貢献していきます。

　上期においては主に日本･米州で半導体・電子部品向け、工作
機向けが好調な推移となりましたが、下期になると中国経済が失速
し、その影響が世界各国の関連する市場に波及したことから、当社
の経営環境は大きく悪化しました。これに伴い2015年度の売上高
は前年度に対し、ほぼ横ばいとなりましたが、「 」シリーズへの
切り替えが中国市場を中心に進んだことから収益性は改善しまし
た。「 」シリーズについては、他社の追従を許さないほど基本性
能を向上させたことに加え、筐体の小型化や発熱量の低減、オート
チューニング機能・通信機能の搭載による操作性の向上により、
お客さまから高い評価をいただいています。また、さらなる拡販・シェア
アップを目的とし、用途別・地域別に対応したラインアップの拡充
を図ってきた結果、海外向けの売上高比率は60%を超えるまでに
なりました。生産面から見ると、旧シリーズの自動化率が約70％だっ
たのに対し、「 」シリーズではこれを約90％に引き上げたことか
ら、製造原価の低減とフレキシブルな生産体制を実現しています。

当事業には、ACサーボドライブ、コントローラなどの製品があり、

これらは電子部品や半導体製品などの高い精度が求められる生産機器に組み込まれています。

成長市場の拡大基調に伴った需要機会を的確に捉え、グローバルNo.1のシェアを獲得しています。

■   前中期経営計画「Realize 100」レビュー ■   2015年度の振り返り

生産機器に組み込まれる主要コンポーネントとして機械の高性能化を実現する

モーションコントロール  ACサーボ・
コントローラ事業

執行役員　モーションコントロール事業部長

熊谷　彰
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  製品の特長 / 強み

46.0％
売上高構成比＊＊：AC サーボ・コントローラ事業とインバータ事業を合わせたモーションコントロールセグメントの数値。

ダイレクトドライブサーボモータ

AC サーボドライブ「 」シリーズ

リニアサーボモータ

マシンコントローラ MP3000 シリーズ

　急速な円高の進行による為替影響を大きく受け、売上高は2015

年度を下回る見込みですが、半導体や電子部品などの製造装置・
工作機向けの需要は引き続き高いレベルで推移することが予想さ
れています。最大のエンドユーザーとなるスマートフォンなどの
モバイル機器市場においては、ハイエンドモデルの出荷台数予測は
減少傾向にあるものの、ローエンドモデルは構成部品を高品質化さ
せる傾向にあります。当社のACサーボモータは、半導体・電子部品
などの製造工程の大半で活躍するなど、強固なポジションを
築いていることから、総じて堅調な売上となる見込みです。また、
自動車や家電のさらなる電子化トレンドを受けて、この分野において
も半導体・電子部品ニーズが高まってきており、モバイル機器向け
に培った技術を応用展開していきます。一方、2015年度に中国で
進んだ「 」シリーズへの切り替えを、2016年度はグローバルで
加速させていきます。すでに中国ではACサーボ・コントローラ
全体の売上に占める「 」の販売比率が約80%に到達している
ものの、日本はお客さまの生産ラインにおける評価工程などが
影響し「 」の販売比率は低位に留まっています。欧米について
は、電圧規格（400V）に対応したシリーズ展開を2015年度に完了
させたことから、2016年度では「 」の販売比率を本格的に
加速させ、収益性の更なる向上を図ります。

　既存製品の継続的な進化や低シェア市場の開拓をさらに進めて
いきますが、これからはお客さまの生産現場における更なる自動化
ニーズに対応すべく、ACサーボモータとロボットを組み合わせた
ソリューション提案に注力していきます。この実現のためには、事業
部間の枠を超えた連携をより強固にしていく必要があります。例えば
加工食品の製造工程においては、「原材料の洗浄・消毒」「加工・
調理」「充填・盛付」「包装・出荷」と多岐にわたる工程があり、その
一部分では機械化が進んでいるものの、依然として多くの人手に
頼っているのが現状です。少子高齢化による労働人口の減少や賃
金の上昇、食の安全性という観点から、この分野での更なる省人化・
自動化の必要性が高まっており、当社は工程全体のソリューション
提案を通じて積極的な営業活動を進めていきます。
　また、インダストリ4.0の発想を具現化させるACサーボ・コント
ローラとロボットの組合せ例として、IoTやAIを活用した変種変量
生産とリードタイムの短縮を可能にする新自動化装置の開発を進
め、まずは自社の生産現場での自動化を推進します。その後、この
実証結果を反映させたソリューション提案を行い、お客さまの工場
への導入を進めていきます。

主な市場
・半導体/電子部品/液晶などの製造装置メーカー

・工作機械メーカー（射出成形/金属加工/繊維/搬送/食品/包装など）

・産業用ロボットメーカー

■   2016年度の展望 ■   「Dash 25」における事業戦略

●圧倒的な高性能・高信頼性・使いやすさ

●高い環境性能（高効率などによる省エネ化・防水/防じん機能）

●グローバルでスピーディーなサービス体制

生産機器に組み込まれる主要コンポーネントとして機械の高性能化を実現する
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● 売上高*

● 営業利益*

　「Realize 100」においては、関連する市場環境が想定を下回る
非常に厳しい状況となったことから、売上高は目標に対して未達と
なりました。具体的に環境が大きく悪化した主な市場は、中国のイ
ンフラ市場、米国のオイル&ガス市場、そして国内の太陽光発電関
連市場があげられます。中国経済においては、2010年代初めに都
市部の超高層ビルや空港などのインフラ関連において建設ラッシュ
が続き、クレーンやエレベータ・エスカレータ向けの汎用インバー
タ需要が急増しましたが、その後のいわゆる不動産バブルの崩壊に
より、投資マインドが急速に冷え込みました。米国ではシェールガ
スの掘削現場にて使用される高圧ポンプなどに汎用インバータが
使われたため、関連する売上は非常に伸びましたが、原油価格の急
落により設備投資は凍結に近い状態となり、足元では稼動している
油田がピーク時の1/4という状態になりました。国内の太陽光関連
市場については、2012年に導入された固定価格買取制度をきっか
けとしソーラー市場が活況となりましたが、その後に大手電力会社
が再生可能エネルギー発電設備に対する接続を保留した影響を受け、
関連するパワーコンディショナの需要は低迷しました。このような
中、当社は次期主力製品の開発を推進させるなど、将来のための
種まきを積極的に実施いたしました。

　中国市場においてはローカルメーカーの台頭によりエレベータ
分野で競争が激化するなど厳しい状況が続きましたが、この難局を
打破する新製品として2015年11月に「ゼロシリーズ」を発表しま
した。省エネへのさらなる貢献を前提とし、「多才」「使いやすさ」
「安心」をコンセプトとしています。また、一般産業用機械や設備
用途に最適な汎用製品を展開させるとともに、地域・市場ごとに最
適なアプリケーション別製品によってお客さまに新たな付加価値を
提供するため、その第一弾となる新製品「GA700」を併せて発売
いたしました。具体的な特長として、筐体サイズの小型化のみならず、
インバータ本体に周辺機器の機能を取り込み、対応する周波数帯
を拡大させることで、組み込んだ装置の大幅な省スペース化・省配
線化・省力化を実現し、お客さまが行うシステム全体の初期投資を
最小化します。さらにインバータとの無線接続やパラメータのクラ
ウド管理など、スマートフォンを活用した新しい形のサポートを提供
するほか、多くの国際規格に適合し、さまざまな国や地域に対応で
きるように設計されています。
　新規関連の事業においては、買収した米国のソレクトリア社がメ
ガソーラ関連ビジネスでパワーコンディショナの販売が堅調だった
ことから売上全体の底上げに貢献いたしました。

当セグメントの主力製品である汎用インバータは、空調やエスカレータ・エレベータなど社会インフラの中で活躍し、

その高い技術力と品質により世界トップシェアを築いています。また、回生エネルギーを利用可能にしたマトリクスコン

バータや、太陽光・風力発電用パワーコンディショナなどの新規戦略製品を市場に展開しています。

■   前中期経営計画「Realize 100」レビュー ■   2015年度の振り返り

きめ細やかなモータ制御によって世界中の省エネに貢献する

モーションコントロール インバータ事業

2015年度

2015年度

前期比0.3％減

前期比3.1％増

1,875億48 百万円

224 億13 百万円

1,800 億円

174億円

2016年度計画

2016年度計画

執行役員　アジア統括　インバータ事業部長

善家　充彦
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＊：ACサーボ・コントローラ事業とインバータ事業を合わせたモーションコントロールセグメ
ントの数値です。
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  製品の特長 / 強み

46.0％
売上高構成比＊＊：AC サーボ・コントローラ事業とインバータ事業を合わせたモーションコントロールセグメントの数値。

　主力製品を展開しているターゲット市場においては、中国のイン
フラ投資動向が底打ちし回復に転じつつあり、米国においては原油
価格が上昇しはじめるなど、依然として不透明な状況ながらも明るい
兆しが見えてきています。また、世界最高レベルの性能をもつ
「ゼロシリーズ」は2016年度中に約50機種のラインナップ展開を計画
しており、グローバルな新規顧客開拓を通じて売上・利益に貢献して
いく見通しです。このような中、2014年度に発売したマトリクス
コンバータ「U1000」は当社独自の技術によりお客さまから非常に
高い評価を得ており、着実に売上を伸ばしています。本製品は単体
で電源回生とモータドライブ機能を両立し、エレベータ・クレーン
などの昇降機械の回生エネルギーを活用することで、消費電力量
の約50％削減を実現します。さらに、汎用のインバータで電力変換
を行う際には高調波が生じ、周囲の電気機器に障害を与える場合が
あることから、データセンタや病院など精密機器を扱う公共施設で
は特に対策が必要になります。高調波レス機能をもつ「U1000」は、
このような現場に素早く導入することが可能です。そして、これら
の画期的な機能が評価され「U1000」は平成27年度省エネ大賞の
製品・ビジネスモデル部門において最高位である経済産業大臣賞
を受賞いたしました。2016年度は「U1000」の営業活動を加速
させ、売上高を大きく伸ばしていく計画です。

　2015年に開催されたCOP21にて締結された「2030年までに排
出されるCO2の大幅低減協定」が、省エネに貢献するインバータ事
業の大きな追い風になると期待しています。また、インバータ機能
の向上により「センサレス」「ギヤレス」といった付加価値をお客さま
に提供し、組み込まれた機械装置のサイズを大幅に小型化していく
と同時に、使い勝手を向上させ “ 機械を画期的に変える価値を提供
する”ことを目標としていきます。　
　さらに、環境エネルギー分野への取り組みにも一層注力していき
ます。具体的には米国の太陽光発電用パワーコンディショナの拡販
と、中国における電気自動車（EV）市場への参入です。米国太陽光
発電市場においては、税制優遇制度の期限が2022年まで延長さ
れ、引き続き市場の拡大が期待されます。パワーコンディショナの業
界トレンドが “セントラルタイプ” から安定した発電を行える“ 分散
型”に推移していることから、当社はそれに対応する新製品を発売
し、売上の拡大・収益性の改善を目指します。ＥＶ市場においては中
国自動車メーカーと車載用電気駆動システム製品を開発・製造・販売
する合弁会社を設立し、市場参入を進めます。中国では環境対応の
観点から政策的に電気自動車の普及が進められており、当社が持つ
モータやインバータの製品技術とその製造に強みを生かした最適な
電気駆動システムを提供してまいります。

主な市場
・空調システムやエレベータ・エスカレータなどの
　社会インフラ

・掘削現場にて高圧ポンプを必要とするオイル&ガス市場

・太陽光発電関連やEV関連などのクリーンパワー分野

■   2016年度の展望 ■   「Dash 25」における事業戦略

●「多才」「使いやすさ」「安心」をコンセプトとした省エネに
　貢献するインバータ技術

●電源回生とモータドライブ機能を両立し、高調波レスを実現する
　マトリクスコンバータ

●インバータ技術を応用した太陽光発電用パワーコンディショナや
　車載用電気駆動システム

インバータ「ゼロシリーズ」GA700

太陽光発電用
パワーコンディショナ
Enewel-SOL

海外向け太陽光発電用パワーコンディショナ
SGI500/750XTM

マトリクスコンバータ
U1000



27　YASKAWAレポート 2016

● 売上高

● 営業利益

2015年度

2015年度

前期比13.3％増

前期比44.9％増

1,540億68 百万円

153 億4 百万円

1,500 億円

113億円

2016年度計画

2016年度計画

　2013年度に中国・常州工場でのロボットの量産を開始し生産能力
を拡大してきたことで、中国での急激な需要の伸びに追従すること
ができました。中国のロボット企業が台頭する中で、販売量とシェア
が向上したと評価しています。景気動向でみると、中国の減速基調
に加えて円高基調もあり変曲点にありますが、不透明な景気動向に
対しては依然として注視が必要です。自動車産業において、日本の
自動車生産に関するものづくりは世界のデファクトスタンダードと
なりましたが、グローバルで地域ごとの考え方や地域間の好みや
スピード感は異なり、それぞれの地域ごとの対応が求められています。
自動車向けは景気や為替の影響が市場価格に反映されることで
変動しましたが、品質面などつくりの良さで高い収益を支えること
ができました。
　一方で、当社が強みとしてきたのは自動車の溶接にも使われる垂直
多関節ロボットですが、食品市場をはじめ一般産業を中心に3軸の直
交ロボットやスカラロボット、パラレルロボットといった複数のモーター
を組み合わせた簡便な多軸ロボットのマーケットの可能性が広がって
います。当事業部ではこの領域にはこれまで積極的に製品展開をして
きませんでしたが、高い位置・速度制御技術を持つ当社のモーション
コントロール事業部と協業して、ビジネス領域を拡大させていきます。

　2015年度のロボット事業は、前年度からグローバルで旺盛な自
動車産業向けの需要に加え、自動車産業以外の一般産業向けの需要
の高まりにより、売上高、営業利益ともに前年度比で増加しました。
特に中国は経済の減速の影響が一部であったものの、全体の需要
をけん引し、当社は市場に対して追従することで高いシェアを維持
しました。生産力強化の施策では、福岡県中間市に新工場を建設
し国内工場を再編したことで、グローバルで3,000台の月産体制
となり、更なる需要の伸びに対応できる生産体制を構築しました。
販売力強化の一環としては、世界各地でロボットセンタの整備を進め、
2015年度には愛知県みよし市の中部ロボットセンタ、韓国テグ市
の韓国ロボットセンタなどが稼働を始め、現在グローバル３５拠点
での活動を行っています。新規事業への取り組みでは、バイオメ
ディカル分野の本格的な事業化を加速するため、産総研ベンチャー
ロボティック・バイオロジー・インスティテュート株式会社への資本
参加を行いました。大学・研究機関、医療機関などのバイオメディ
カル分野へロボット導入を促進していくことで研究環境の改善に取
り組みます。

当セグメントを構成する産業用ロボットは、自動車関連市場を中心に、さまざまな産業分野において溶接、塗装、組立、

搬送などの自動化に貢献しています。構成する機械部品やコントローラなどを自社開発しており、高度化する顧客要求

にきめ細かく対応していくことで、トップメーカーの地位を築いています。

■   前中期経営計画「Realize 100」レビュー ■   2015年度の振り返り

拡大する生産現場の自動化ニーズに応え、新たな活躍の場を切り拓く

ロボット

執行役員　ロボット事業部長

小川　昌寛
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  製品の特長 / 強み

　過去数年に比べ緩やかな成長速度ではあるものの、依然拡大を
続けている中国を重要市場と位置づけています。カイエルダー
ロボット社への出資、美的集団との合弁会社のように、市場ごとに適
したアプローチを展開することで市場成長を捉えた事業拡大に取り
組みます。日本国内においては、自動車産業以外の一般産業分野で
の自動化への需要に対応するため、国内3ヶ所のロボットセンタを活用
しニーズを的確に捉えた新たなソリューションを提供していきます。
　新製品においては、小型化のニーズに応えるためにメカ構造を
刷新した新小型ロボットMOTOMAN-GPシリーズと、グローバル統一サ
イズを実現し性能がさらに向上した新形コントローラ「YRC 1000」
のラインアップを同時リリースし既存市場での競争力アップを図り
ます。
　「Realize 100」では、既存事業から得た利益を新しい市場の拡大
に対して投資していく再分配の行動ができていなかったため、強固
な組織基盤の構築を見据えた事業コスト構造の見直しを行います。
新規市場への投資バランスをうまく調整し、かつ事業部の規模や
能力をうまく使いこなしていくことで売上につなげていくように仕
向け、スピード感を持ちながら同時に質を上げていきます。そして
既存のマーケット以外に広がっている分野に競争力を持っていきます。

　「Dash 25」では、既存事業での収益性改善に取り組み、人協働
ロボットや一般産業分野向けソリューション、インダストリ4.0などの
IoT対応に向けた新たな製品開発を積極的に進め、業績の拡大と同時
に長期的な競争力強化に取り組んでいきます。
　量産型のオートメーションから変種変量またはオーダーエントリー
型への生産移行をインダストリ4.0の捕らえ方とすると、グローバルで
大きな需要があるとみています。その第一歩としてキーになるのが安
全柵なく移動することができる人協働型ロボットで、多目的にロボッ
トと人が一緒に長時間働けるような環境が生まれます。さらに、IoTの
基盤となる統合コントローラを開発し、プラットフォームの構築を図る
ことで、山ほどある部品の所在と在庫量を全て情報化して管理でき
るようになります。IoTでさまざまな情報を可視化し、AIの活用による
自動パスプランニング※や物の掴み方を学習するディープラーニング
技術で新たなロボットソリューションをつくりあげると、BTO自動化ラ
インといった変種変量の生産対応において高い生産性が実現します。
「Dash 25」ではこの連鎖を考えて全体のワンプラットフォーム化を
モーションコントロール事業と連携して進めていきます。

■   2016年度の展望 ■   「Dash 25」における事業戦略

37.0％
売上高構成比

※：ロボットの軌道を自動生成する機能

主な市場
・自動車関連及び食品など一般産業
・半導体・FPDガラス基板搬送
・組立・物流
・バイオメディカル

●圧倒的なロボット技術・アプリケーション技術・製造技術

●幅広い自動化ニーズに対応できる豊富な品揃え

●世界35ヶ所で展開するサポート体制

ハンドリング  　　　 アーク溶接 スポット溶接 ガラス基板搬送 ロボットコントローラ

ピッキング・パッキング・パレタイジング レーザ加工 塗装 バイオメディカル
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● 売上高

●  営業利益

2015年度

2015年度

前期比5.1％増

430 億53 百万円

△7 億60 百万円

470億円

1億円

2016年度計画

2016年度計画

　「Realize 100」においては、新規事業として大型風力発電シス
テムへの参入に注力し、スイッチ社の買収を経て、事業の立ち上げ
を行いました。当社が得意とするモータ技術や電力変換技術を
応用し、風力発電の重要な構成部品である発電機やコンバータの
性能を向上させたことに加え、サプライチェーンの充実などにより
安定した事業継続性を実現するなど、シナジー効果を発揮できるよ
うになりました。また、既存事業である鉄鋼プラント市場において
は1970年代から80年代に新設ラッシュとなった国内設備の老朽
化に伴う更新ニーズを的確に捉え、長年蓄積された技術ノウハウを
生かした高付加価値製品・サービスの展開によって高いシェアを維
持することができました。その一方で、国内の鉄鋼プラント数が80

年代ピーク時の半数以下となるなど統廃合が急速に進んだことか
ら、市場規模自体の縮小が想定を上回りました。さらに、大形ドラ
イブ分野では競合他社との競争激化による影響や、米国のオイル&

ガス関連市場の需要低迷による影響を受けました。このような状況
の中、既存事業から新規市場への社内リソースのシフトと最適化など、
体質の強化に努めましたが「Realize 100」の2015年度売上高
目標に対しては、大幅に未達という結果となりました。

　鉄鋼プラントや社会システム関連などの既存事業は高い営業利
益率を確保しているものの、環境エネルギー事業をもうひとつの
ビジネスの柱とすべく、研究開発・生産能力拡充などの先行投資を
行ったことで、15年度は営業損失を計上いたしました。鉄鋼プラント
事業においては、老朽化した電機品の更新需要を確実に受注に結
びつけたほか、環境に配慮する新たな製鐵プロセス設備を立ち上げ
ました。また、上下水道システム事業においては、新システムに
よるソリューション提案を行いました。これは水質管理プロセスにお
いてAIやクラウドによるビッグデータを活用することで、品質の
安定化や省エネを実現するものです。その他の分野では、港湾クレーン
用機器の売上が好調に推移しました。特に中国・シンガポールの港湾
クレーンにおける当社シェアは非常に高い状態を維持しています。
近年ではコンテナの大型化に伴って自動運転を行うトレンドにあり、
センサー技術の重要性が増しています。また、コンテナの上げ
下ろし作業に回生エネルギーや蓄電デバイスを活用した省エネ
システムの導入を加速させています。環境エネルギー事業について
は、世界トップクラスの風車メーカーからの量産受注に成功し、今後
の売上拡大に期待しています。

当セグメントは、安定稼働が必須となる大型プラント設備や大型クレーン設備向けを主な市場としています。

計画段階からプロジェクトに参画することで、技術提案からアフターサービスまでサポートを行います。

また、大型風力発電ビジネスなどの環境エネルギー分野への新規参入にも注力しています。

■   前中期経営計画「Realize 100」レビュー ■   2015年度の振り返り

人々の豊かな暮らしと社会を支える

システムエンジニアリング

常務執行役員　システムエンジニアリング事業部長

扇　博幸
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  製品の特長 / 強み

　既存ビジネスにおいては、ドライブ技術とソフトウェアのパッケージ
化による高付加価値化により高収益体質を維持していきます。
大型風力発電関連ビジネスについては2015年度に獲得した大型
受注案件を確実に売上へ結びつけると同時に、新規顧客開拓を進
めていく計画です。これらの施策により、2016年度の業績は増収
増益を見込んでおり、営業損益については4年ぶりに黒字転換を
計画しています。新規顧客開拓については、風車メーカーに対して
発電機やコンバータといった電機品の供給を行うサプライヤーとい
う立場から、風車のブレード（羽）などの製造工程（研磨・溶接）に
まで参入する生産パートナーへと拡大させます。また、受注拡大に
伴って生産能力の確保が喫緊の課題となっていることから、生産設
備の投資を積極的に行っていきます。その一方で、風力発電技術を
船舶分野に応用させたシャフトジェネレータ（軸発電）の拡販にも注
力していきます。これは船内電源系統の供給を効率よく行えるよう
にするもので大型船舶の燃料削減を実現します。足元では原油
価格の低下により切り替えが進みづらい状況ですが、環境規制が
厳しい地域の船舶業界では将来を見越した投資を行うことが予想
されます。

　『産業・環境エネルギー市場をターゲットに、ドライブ技術を核に
したシステム事業で、世界に羽ばたく』をキーワードとし、既存事業
領域については今まで国内シェアを高く維持するための戦略を実行
してきましたが、これからは培ってきたドライブ技術と他事業部の
持つグローバルな販売・開発体制を活用し、世界を舞台に戦ってい
く必要があります。新規市場領域については、大型風力発電関連
ビジネスをさらに成長させていきます。具体的には発電効率をより
向上させる技術提案を進めていくと同時に、品質管理の徹底に努め
ます。洋上にある大型風車は、一度設置すると修理・保全を行うこ
とが非常に困難なため、品質問題には一層注意を払う必要がありま
す。今後の出荷量増加が見込まれる中、品質維持を目的とした製造・
試験プロセスの徹底を通じて、クオリティの高い製品にすることは
当然のこと、構成部品の調達先における品質監査体制も強化させ
ていきます。一方、環境エネルギー分野においては、安定した電力
供給を実現するために、蓄電ソリューションに対するニーズが高まっ
てくると予測しており、新たな蓄エネ方式を活用したソリューション
を模索していきます。

■   2016年度の展望 ■   「Dash 25」における事業戦略

＊

10.0％
売上高構成比

主な市場
・大型プラント設備（鉄鋼プラント・上下水道システム）
・大型クレーン（港湾向け）など
・大型風力発電関連

大型風力発電システム　Enewinシリーズ

●創業時から続くシステムエンジニアリング力

●コア製品・技術を基盤とした大型風力用電機品への
　事業領域拡大

●大型風力発電技術を応用した船舶分野などへの進出

低圧フルコンバータ

高圧発電機

低圧発電機
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米州における社会貢献活動

■   2015年度のレビュー ■   今後の見通し
　2015年度の米国経済は年初の港湾ストライキや悪天候などの

鈍化要素があったものの、好調な個人消費に下支えされ堅調に

推移しました。米国安川に関連する市場環境においては、オイル

&ガス向けビジネスが原油価格低迷により大きく減少したほか、

ブラジル経済低迷などのマイナス要因が多く見受けられました。

その一方で、太陽光発電および半導体市場向けビジネスが好調に

推移し、米国・メキシコでの積極的な自動車関連設備投資を背景

にロボット事業が伸張したため、売上高は過去最高となりました。

また半導体、太陽光発電、ポンプ市場向けおよび人協調ロボット

の新製品開発を積極的に推進しました。

　2016年度の米国経済は、雇用・所得の増加による堅調な個人

消費を背景に緩やかに拡大すると想定しています。米国安川に関

連する市場においては半導体、太陽光発電および大型空調市場向

けが2016年度も引続き好調に推移すると予想していることに

加え、オイル&ガス市場の底打ちと高圧インバータ事業の本格的

な立ち上がりを見込んでいます。このような中、今年度は太陽光

発電関連、高圧インバータ、パッケージング及び人協調ロボット

市場向けビジネスの拡大に注力していきます。また、新たに半導

体ロボットビジネスのサポートを開始し、モーション技術を含め

たソリューションの提供を視野に活動を行っていきます。

米州
海 外 地 域 別 事 業
中期経営計画「Dash 25」で掲げる「グローカ
ル経営* の進化」が各地域でどのような施策・
成果として現れているかを地域別にご紹介
します。

*グローバルな発想の経営に加え、世界中どこでも地域に
根ざしたベストな対応ができる体制を構築すること。

Hike for Hope オハイオ州での地域貢献活動
　経済的に恵まれない人々のための救済施設への支援を目的

とし、ソレクトリア社の従業員とその家族は、5マイルを行進

し募金活動を行う“Hike for Hope”に参加しました。2014年

からスポンサーとして協賛しており、地域で困難に直面している

人々に対し “Lazarus house”という団体を通じて一時避難所、

食料、衣類や職業訓練機会の提供などを行いました。

　社内に設置したレコーディングスタジオにて、従業員が小

説・雑誌などの内容をのべ300時間以上レコーディングし、

目の不自由な方向けのラジオ局へ音声データを提供しまし

た。また、秋には“5Kレース”を開催し、その収益金を寄付い

たしました。このほかに、IT部門の従業員が行った中古PC

のオーバーホールなどが売上に貢献し、ゴミ排出の削減に一

役買っています。これらはGoodwill（慈善団体）を通じて行

われ、この度表彰を受けることとなりました。

国内
33%

海外

67%

連結
売上高
構成比

米州
21%

Hike for Hopeでの集合写真 オハイオ州での地域貢献活動
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欧州における社会貢献活動トピックス
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■   2015年度のレビュー ■   今後の見通し
　2015年度の欧州経済は、ロシアが禁輸措置を課したウクライ

ナ問題、欧州への難民を生み出したシリアでの戦争、そして ISIS

によるテロの脅威などにより悪影響を受けました。これに加え

て、フォルクスワーゲン社の排ガス不正問題では、自動車産業の

OEM※1とTier1※2への影響については予測が難しい状態になって

います。反面、ドイツ経済は勢いを保ち、イタリアも経済回復した

ことで、欧州市場の成長をけん引しました。

　このような中、欧州安川では安川電機の製品群をベースに、

欧州の機械メーカーに製品単体ではなくシステムとして提案し

ていく「トータルソリューションビジネス」を展開し始めました。

モーション＆コントロール事業においては、中小企業に注力する

ことで、新規顧客を獲得することができました。ロボット事業では、

自動車部品メーカー向けにスポット溶接の新製品一式とシステム

ソリューションの販売を加速することができました。

　2016年度は、依然としてシリアでの戦争に起因する難民問題、

ウクライナ問題などが大きな懸念事項となっています。また英国

のEU脱退の経済的な影響も見えていません。

　欧州安川ではモーション＆コントロール事業において、VIPA

社と相互開発したコントローラをベースとした、トータルソ

リューションビジネスに焦点を当てていきます。新しいサーボ

モータの「 」シリーズの導入や新たなインバータ製品の立ち

上げで、新規顧客や新しいアプリケーションを獲得していきます。

ロボット事業では、プログラム開発や自動車業界Tier1に販売する

新たなスポット溶接の製品に加え、新ロボットコントローラの

投入により一般産業向けのアプリケーションに対応していきます。

Girls’ Dayを開催 難民支援活動

欧州

　ドイツ政府と事業団体が主導する「Girls’Day」の取り組み

を引き続き支援しています。このイベントでは、女子学生に早

い時期から技術系の職業を選択肢として紹介することを目的に

しています。2015年度は60名以上の女子学生を受け入れ、

ロボット工学やモーションコントロール事業のエンジニアの仕

事内容について説明しました。

　欧州安川の従業員は、中東からの難民を支援するために大

人用、子供用問わず衣類を集め、子供向けにおもちゃも寄付し

ました。このほかVIPA社の従業員は、助けを必要とする人々

への食料配布を行うフードバンクに寄付いたしました。

国内
33%

海外

67%

連結
売上高
構成比

欧州
12%

Girls' Dayの様子 難民支援の衣類収集

※ 1：自動車製造業者などのいわゆる自動車メーカー
※ 2：自動車部品製造業などの一次下請け会社
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■   2015年度のレビュー ■   今後の見通し
　2015年の中国経済は、高度成長から安定成長時代に移行した

年です。中国においてはこれを「新
ニューノーマル

常態」と呼んでいます。経済状況

は大変厳しく、政府による金利政策や景気対策が実施されましたが、

GDP成長率は前年を下回りました。自動車、インフラ関連の設備

投資が不振となったほか、スマートフォンの生産が従来設備の流用

により関連する新規設備需要が低迷しました。このような市場状況

が厳しい中、安川電機（中国）は新規顧客開拓活動に注力し、シェ

アを拡大しました。

　2016年以降の中国GDP成長率予想は7%未満で、前年比ほ

ぼ横ばいと想定されています。中国政府が注力する産業分野

（ロボット、自動化、省エネ）において、当社の製品力・販売力でシェア

の拡大を図り、中国においてさらなる成長を目指します。瀋陽市の

ACサーボ・コントローラ工場、常州市のロボット工場の生産能力

を増強し、伸びる中国市場の需要に確実に応えてまいります。

連結
売上高
構成比

国内
33%

海外

67%

中国
20%

トピックス 地域に根ざした活動 / 社会貢献の事例

学生のロボットセンタ見学受け入れ 従業員家族のファミリーデイ開催
　2014年に上海ロボットセンタを開設して以来、多くの学校

からの見学を受け入れています。

　2015年10月上海ロボットセン

タにて、安川電機（中国）の従業員

やその家族を招待してファミリー

デイを開催しました。ハロウィンの

仮装や屋外で楽しいゲームを行い、

家族ぐるみでの交流を深めました。

国際ロボット展（2015年7月）の会場風景

見学に来られた
上海実験学校国際部の
生徒さん（2016年5月）

ファミリーデイの
様子

上海工業博覧会（2015年１１月）の会場風景

33　YASKAWAレポート 2016



A
s

ia

その他アジア

■   2015年度のレビュー ■   今後の見通し
　2015年度のアジア経済は、中国など主要国における投資需要の

鈍化を背景に輸出が減速したことに加え、自動車販売の低迷など

内需も低調に推移しました。

　当社ロボット事業の販売は、タイ・インドネシアでの自動車生産

停滞の影響を受けて低調に推移しましたが、ACサーボ・コントロー

ラ事業においては各国における販売網の強化が奏功し売上が増加

しました。システムエンジニアリング事業は港湾関連向け案件の

獲得により売上を伸ばしました。

　国別では、ベトナム子会社を通じた営業体制の強化によりベトナム

市場での売上が伸長したほか、タイでは2015年10月にロボット

センタを開設いたしました。

　2016年度においては、輸出産業での低迷が継続し、内需も自律

的回復力に欠ける状況が続くと見られています。また、アジア通貨

安の傾向も懸念されることから、アジアでは引き続き厳しい経済環

境が予想されます。

　そのような環境下、当社は、各国での販売パートナー拡充やサー

ビス体制強化を継続するとともに、ロボットセンタなどを活用した

一般産業向け顧客の開拓、ソリューション提案力の発揮、太陽光発電

事業のアジア展開、システムエンジニアリング事業の大口案件捕捉、

周辺新興国への販売網拡充など、市場開拓と需要の掘り起こしに

注力し、将来のアジア市場拡大に備えた営業基盤の一層の強化を

推進してまいります。

国内
33%

海外

67%

その他
アジア

14%

連結
売上高
構成比

ロボットセンタでの無料
セミナーの様子

トニー・タン大統領 来訪の様子

東南アジアにおける地域貢献活動などトピックス

タイ産業振興のため無料セミナーを開催 シンガポールの病院に協力
　タイ国安川電機では、2015年のロボットセンタ開設に伴い、

互助会組織（25社加盟）を立ち上げ、「来て、見て、触って

ロボット体験」をコンセプトに、用途ごとに無料のセミナーを

毎月開催しています。タイ国における自動化技術水準の向上、

ロボット産業の育成・振興に貢献しています。 

　医療従事者の負担を減らすため、シンガポール・チャンギ

総合病院がロボット技術の医療現場への導入を目標に設立した

ヘルスケア補助・ロボット技術センタの開所式（2015年7月）に、

シンガポール安川電機は下肢用リハビリ装置LR2を展示・実演

し協力いたしました。トニー・タン大統領をはじめ政府関係者、

病院関係者、大学関係者の皆さまから好評を得ました。
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　「Dash 25」における技術ロードマップ

　2016～2018年度の中期経営計画「Dash 25」の基本方針として、
前中期経営計画「Realize 100」の成果最大化、「2025年ビジョン」
実現に向けた基盤構築、Clean Power事業のコア事業化を掲げて
います。
　これらを実現するため、ACサーボドライブ「 」シリーズのライン
アップ拡充、次期インバータ「ゼロシリーズ」および新形ロボット・コン
トローラの製品展開を進めています。

　また、モーションコントロールやロボットなどコア事業領域で、BTO

（Build to Order）に対応したコンポーネントや、それらを活用した
搬送装置、新形ロボットなどによる自動化装置を開発し、安川版イン
ダストリ4.0の実現を目指します。

　新領域である医療・福祉分野では、アシスト装置などヒューマトロ
ニクス機器の開発・拡充を図ります。さらに、太陽光発電用パワーコ
ンディショナや大型風力発電用電機品の新製品開発による創エネ事業、
EVを始めとした電気駆動システムによる活エネ事業のグローバル
展開を加速していきます。

　研究開発方針

　当社は、モーションコントロールやロボットなど既存事業分野で
グローバルな事業遂行力強化を進め、その成果を製品に展開して
います。また、再生可能エネルギーシステムや自動車などの電気
駆動システムなどの創・蓄・活エネ事業領域、および医療・福祉市場
の新たな創造に向けたヒューマトロニクス＊の事業領域における技
術・製品開発など、将来にわたって社会に貢献できる研究開発を進
めています。

　研究開発体制

　当社の研究開発体制は将来を担う技術を研究開発する技術開発
本部と、各事業 SBU（Strategic Business Unit）の製品開発
を担当する開発・設計部門から構成されています。

　「Realize 100」における
　グローカル開発の成果

　各市場・地域でタイムリーな新製品のリリースが可能な開発体制
として、日本・米州・欧州・中国の4極開発体制を確立しました。米国・中国で
は、モーションコントロール製品やロボットにおいて日本の開発部
門と協業し次世代製品につながる技術開発を、またインドではソフ
トウェア開発を進めています。さらに、M＆A（VIPA社、スイッチ社、
ソレクトリア社）により、ASIC（Application Specific Integrated 

Circuit：特定用途向け集積回路）、大型風力発電用電機品、太陽光
発電用パワーコンディショナなどの開発リソースを強化しました。

＊ ヒューマトロニクス：人間（Human）とメカトロニクス（Mechatronics）を掛け合わせた造語

技術開発

技術開発本部

モーションコントロール事業 SBU

新技術研究、
共通コア技術開発

シーズ技術探索

マーケティング、
事業企画、技術開発

開発・設計　製品開発

ドライブ事業 SBU 開発・設計　製品開発

ロボット事業 SBU 開発・設計　製品開発

システムエンジニアリング事業 SBU 開発・設計　製品開発

社 

長

開発研究所

ロボティクス  ヒューマンアシスト事業推進室

つくば研究所

新製品の開発

安川版インダストリ4.0の実現に向けて

「 」シリーズ
ラインアップ拡充

次期インバータ
「ゼロシリーズ」

新形ロボット＆
コントローラ

高機能・高精度・
使いやすさを追求

アプリケーション対応を
強化した用途別製品

高性能・小型化・
使いやすさを追求

BTOで実現
できること

フレキシブルな生産体制（変種変量生産、最適生産アロケーション）、
納期短縮、製品在庫削減、業務効率化

自社工場
BTOラインの進化

進化した
コンポーネントの外販

オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

ユ
ー
ザ
ー

自社工場での BTO自動化ライン構築

カストマに展開（ニーズ吸い上げ、不足技術の把握）

新製品／技術開発（進化したコンポーネント）

自動化コンポーネント 新生産技術開発
外部

コンポーネント
革新的な
生産技術

自社
コンポーネント

高度な
IoT技術活用

市場拡大
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　知的財産活動の方針

　第三者の知的財産を尊重するとともに、当社の知的財産による
自社製品の保護を積極的に推進し、グローバル市場における自社
製品の優位性の確保を図っています。

　知的財産の経営における位置付け

　当社は、事業戦略、研究開発戦略の一環として知的財産活動を
位置づけており、知的財産の創造、保護、活用を中心としたグロー
バルな活動を推進しています。

　知的財産活動の取組み

　全社を統括する知的財産部門と、研究開発部門および事業部門
に配置された担当者とが緊密な連携をとり、知的財産活動を推進
しています。

　知的財産権の状況

　下記グラフの通り各国において知的財産を確保する活動を推進
しています。

知的財産

年度別出願国比率

　2015 年度の研究開発成果＆トピックス

　世界初のフル SiC（炭化ケイ素）パワー半導体モジュールを
搭載した次世代のマトリクスコンバータを開発しました。従来製品
である「U1000」よりさらに高効率な入出力電圧電流正弦波ドラ
イブを実現しました。本技術の実用化により、電源環境に優しい、
かつ配線環境や使用モータを選ばない究極のモータドライブの提
供を目指します。

　また、世界で初めてGaN（窒化ガリウム）パワー半導体を搭載
したアンプ内蔵サーボモータを開発しました。GaNパワー半導体
の採用でサーボパックのアンプ部（コンバータ部などは除く）を大幅
に小型化し、サーボモータと一体化したことで、お客さまの設備の
小型化、省配線化、および高効率、省エネに貢献します。
　医療・福祉分野では、ベッドとトイレの往復など、屋内での移動
および立ち座り動作を支援するための屋内移動アシスト装置を開発
しました。本装置を使用することで、足腰が弱くなり歩行器への乗
り移りが難しくなった高齢者などにとって、自分の足で屋内を楽に
移動できるようになり、使用者の QOL＊が向上するだけでなく、
介助者の負担軽減に貢献します。

入力電圧（実測）

入力電流（実測）

出力電圧（実測）

出力電流（実測）

フルSiC搭載マトリクスコンバータ
～入出力電圧電流正弦波ドライブ～

入力フィルタ

電源にもやさしい モータにもやさしい

出力フィルタ

フルSiCパワーデバイス

入出力電圧電流正弦波マトリクスコンバータの回路図

＊ QOL： Quality of Life の略。「生活の質」と訳され、精神面を含めた生活全体の豊かさと自己実現を
含めた、人間らしく満足して生活しているかを評価する概念。

屋内移動アシスト装置
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-安川電機のコーポレート・ガバナンスへの取り組みについて振り
返ります。2015年6月に監査等委員会を設置する前までの体制や
課題など、どのような状況でしたか。

津田：当社は以前より監査役会を設置しており、2008年以降は
内部統制報告制度（J-SOX）の導入に伴って会計監査の強化を図って
きました。その一方で、もちろん自浄作用は効いていたものの、会社
の重要事項を決議する際に、恣意的な考え方を明確に排除するルール
が不足しているように感じていました。また、取締役会における
社外取締役の方の機能が、例えば社内で決まったものを追認しても
らうような意識にあって、取締役会が社内決定事項や方針について
共有する場という位置づけになっていました。また、当初は社外監査役
の方こそいらっしゃったものの、社外取締役は秋田さんおひとり
だけという状況でした。

-このような中、会社法の改正を機に安川電機は、他社に先駆け
いち早く監査等委員会の設置を2015年度に行いました。企業にお
ける｢執行と監督の分離｣意識が高まる中、監査等委員会の設置から
約1年が経過しましたが、安川電機の経営体制はどのように変化しま
したか。

秋田：監査等委員会をいち早く設置したのは、前向きにガバナンス
を捉える意志を表したものであり、非常に誇らしいと感じています。
現在、この委員会はメンバー間での意見交換を通じてコンセンサス
を得ながら、監査等委員会の総意として取締役会で意見をしており、
これは私が単独で意見を言うこととは重みが違う状況です。

また、メンバーは社外取締役3名・常勤委員2名の計5名で構成され
ている一方、社内の取締役は会長・社長・専務などを含む計6名で構成
されていることから、いい意味で取締役会は引き締まった場と
なっています。また、私はいろいろなことを取締役会でお話ししますが、
安川電機は非常にまじめな会社なので、それをきちんと聞いてくれ
ているという印象が強いです。

津田：当社は2012年度に執行役員制度を導入し、2016年度より
事業部の運営を執行役員に任せるようにした一方、会社の機能を横
断的に強化する目的で取締役をそれぞれ配しました。これにより多
角的な観点から取締役会では議論が行えるようになったと思ってい
ます。また、経営にとって特に重要なものや影響の大きいものにつ
いて、より議論を深めるために議題を絞るよう、取締役会の付議
基準を見直しました。

-監査等委員会とともに設置された指名諮問委員会についてお
伺いします。2016年3月に社長職を津田さんから小笠原さんにバト
ンタッチされていますが、指名諮問委員会のメンバーというお立場
から、経営トップの交代が行われた際の選任プロセスについて透明性
が担保されていた状況だったとお考えですか。

秋田：まずは、この指名諮問委員会に社外の人間を躊躇なく入れた
ことが英断だと思います。社長人事にはいろいろな選任方法があり
ますが、社外取締役はその方法が理にかなっており公平なのかどうか、
という見方をします。その一方で、社長候補の方の本当の力量に
ついては推し量れない部分があるので、そこは現社長から社外の

津田 純嗣
代 表 取 締 役 会 長

秋田 芳樹
社 外 取 締 役 監 査 等 委 員

津田会長と秋田社外取締役との対談を通じ、安川電機が持続的な成長を実現するコーポレート・ガバナンス体制にあることをお伝えします

社外取締役 対談

持続的な成長を実現するために

津田会長秋田社外取締役
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人間に対して、どのように評価し選任したのか理由をしっかりと説明
してもらいます。津田さんが社長を交代された際には、安川電機の
次の世代のことを考えての行動だったと感じることができ、その
選考方法についても非常に丁寧な説明を受けました。ましてやそこに
私利私欲の欠片もないという印象でした。私はたいがい「ちょっと
待ってください」と発言することが多いのですが、この件に関しては
疑問に思うことがなく、何も言うことはありませんでした。津田さんと
いう社長を安川電機が得ていたのは幸運と感じました。

津田：社長就任時から自分なりに次の候補者を考えて育成を行っ
てきましたが、その大部分は個人裁量となっていました。これからは
役員になるための教育や評価について、もう少し透明性を高めるべ
きかもしれないと考えており、例えば育成の途中経過を指名諮問委
員会でのみ報告していくなど、これからより良い方法を考えていき
たいと思っています。

-このようなコーポレート・ガバナンス体制の強化を通じて安川電機
の企業価値は高まりつつあると思いますが、これからの課題は
どのようなところにあるとお考えですか。 

秋田：コーポレート・ガバナンスには守りのガバナンスと攻めのガバ
ナンスがありますが、安川電機は守りのガバナンスについては従来
から行われており、監査等委員会に移行してからも、より充実しつつ
あります。これからはいかに攻めのガバナンスでイノベーションを起
こせるような企業になっていくか、というところが課題なのではない
でしょうか。各事業部の幹部が「もし自分が社長だったらどうするか」
という視点に立ち、リスクテイクをしながらシーズを蒔きつつ事業経
営にあたってほしいと考えています。

津田：そこが当社のもどかしいところだと思います。50年ほど前に
「メカトロニクスにいくぞ」と経営の舵を大きく切るリスクテイクを
行い、その成果がそれぞれの事業で10年ほど前からあがってきました。
「技術立社」を社是としているので、このようなイノベーションの

スピードを上げていかなければいけないと感じている一方で、
じっくりと取り組むべき部分もあると思っています。事業のグローバル
展開などにより財務体質の強化を図ることができつつあるので、
新規事業に対してより積極的なアプローチを行っていきます。

-それでは最後に『安川電機のコーポレート・ガバナンスを通じた
持続的成長についての考え方』をお聞かせください。

津田：グローバルな企業経営を進めていく際に、異なる文化の中で
も共通項をしっかりと定め、会社の目指す姿を描いていく必要があ
ります。かといって一律に縛ることは逆効果を生むので、軸となる考
え方を示し、それぞれの地域に合ったコーポレート・ガバナンスを目
指し、コンプライアンスの向上を図りながら効率の良い経営を行っ
ていきたいと考えています。

秋田：安川電機のコアコンピタンス強化とその領域の拡大を行う
とともに、それを実行できる社内取締役のダイバーシティがより
必要になってくると思います。

秋田芳樹氏 
1984年 9月 公認会計士登録
2006年 3月 株式会社ベルパーク 取締役（現任）
2007年 9月 株式会社レイヤーズ・コンサルティング代表取締役会長（現任）
2012年 6月 当社 社外取締役
2015年 6月 当社 社外取締役 監査等委員（現任）
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　当社は、法令などの遵守に基づく企業倫理の重要性を認識するとともに、変動する社会、経済環境に対応した経営の意思決定の迅速化と、経営
の健全性の向上を図ることによって株主価値を高めることを重要な課題と考えています。
　これを実現するために、株主のみなさまやお客さまをはじめ、取引先、地域社会、社員などの各ステークホルダーとの良好な関係を構築するととも
に、現在の株主総会、取締役会、監査等委員会、会計監査人等の機関を一層強化しながら、コーポレート・ガバナンスの充実を図っていきます。
　また、株主・投資家のみなさまに対しましては、迅速かつ正確な情報開示に努めると同時に、幅広い情報の公開により、経営の透明性を高めていきます。

　概要

　当社は、経営者に対する取締役会の監督機能とコーポレート・ガバ
ナンスの一層の強化を図り、経営の健全性と効率性を高めるため、
監査等委員会設置会社の体制を採用しています。取締役会の経営
陣に対する監督機能をより一層高めるため、監査等委員が取締役

　経営体制

取締役会
　当社の取締役会は社内取締役8名および社外取締役3名の計11

名で構成されています。
　取締役会は定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を
開催し、経営に関する重要事項や、法令で定められた事項を決定す
るとともに、業務執行の状況を逐次監督しています。
　当社は、投資家、顧客および社会一般の立場から当社を見ていた
だくことによる適法性の確保に資するために、社外取締役として
秋田芳樹氏、辰巳和正氏および田中靖人氏を選任しています。社外
取締役は、取締役会の審議において、内部統制部門、内部監査部門、
本社事業部門および会計監査から付議または報告される情報によ
り当社の現状を十分把握したうえで、それぞれの知見に基づいた提
言などを行うことにより、適切な監督機能を果たしています。

●社外取締役の状況
氏　　名 兼職の状況 選任理由

秋田 芳樹氏

株式会社レイヤーズ・
コンサルティング　
代表取締役会長
株式会社ベルパーク　
社外取締役

公認会計士やコンサル
ティング会社代表取締役
としての豊富な経験、知
見などを当社経営に活か
していただけるものと判
断しています。

辰巳 和正氏

辰巳和正法律事務所　
所長弁護士
株式会社井筒屋　
社外監査役

これまで弁護士として
培ってきた専門知識・経
験を当社経営に活かして
いただけるものと判断し
ています。

田中 靖人氏

黒崎播磨株式会社　
取締役専務執行役員　
本社部門（労働購買、財務、総務、 
　　　　リスクマネジメント、
　　　　企画）管掌

これまで事業法人の管
理統括部門および営業
部門における部門長とし
て培ってきた経験を当
社経営に活かしていた
だけるものと判断してい
ます。

コーポレート・ガバナンス

として、代表取締役の選解任などの会社の重要事項について取締役
会で議決権を行使できることや、業務執行取締役の業務執行につい
て結果を検証し、その選解任・報酬について株主総会で意見を述べ
ることができることなど、監査等委員の機能を活用しています。

●ガバナンス体制図

選定・解職申請・報告報告

申請・報告

選任・解任 選任・解任 選任・解任

株 主 総 会

会
計
監
査
人

本社各部・各事業部、グループ会社

取締役会

監査

監査

監査 監督指示

諮問・答申

監査

監視・検証

連携

連携

取締役（監査等委員ではない）

経営会議 ・業務執行取締役
・執行役員等代表取締役社長

監査等委員会

取締役（監査等委員）

監査部
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経営会議
　業務執行取締役、執行役員などで構成される経営会議を編成し、
業務執行上の重要な意思決定に関する協議を行っています。経営
会議は原則として月1回開催しており、必要に応じて臨時に開催する
など、機動的かつ迅速な業務執行体制を構築しています。

監査等委員会
　監査等委員会は、5名の監査等委員である取締役（うち、3名が社
外取締役）で構成されています。監査にあたっては、監査等委員会は
内部統制部門、内部監査部門、本社事業部門から報告される情報に
より当社の現状を十分把握し、また社内取締役は実査も行いながら、
適切に職務を行っています。さらに、会計監査人とも連携して職務を
行うとともに、会計監査人の職務を監視・検証しています。

指名諮問委員会・報酬諮問委員会
　取締役においては、取締役候補者の指名、代表取締役および役付
取締役選定プロセスの透明性および公正性を確保すること、また監
査等委員である社外取締役が、役員の指名などについて意見を形
成するための十分な情報を得て、議論する場を確保することを目的
として、社長の諮問機関である指名諮問委員会を設置しています。

●取締役および監査役の報酬などの額
監査等委員会設置前

取締役 7名 108百万円
監査役 4名 14百万円
合　計

（うち社外役員）
11名
（3 名）

122百万円
（5百万円）

監査等委員会設置後
取締役（監査等委員を除く） 6名 284百万円
取締役（監査等委員） 5名 54百万円

合　計
（うち社外役員）

11名
（3 名）

338百万円
（20百万円）

　内部統制システム

　リスク管理

　内部統制システムを通じて取締役会や経営会議などによる適切かつ効率的な事業運営が行われるように、定款、情報開示、危機管理体制、
職務分掌や業務権限、グループ会社管理などの整備・維持を行っています。また、その基本方針については、独立性の高い社外取締役を有す
る取締役会において決議し、必要に応じて随時改定しています。
　また、企業活動の規範については、｢グループ経営理念｣および「安川グループ企業行動規準ガイダンス」により、当社および子会社を含む
グループ各社に対しその遵守、啓蒙および遵法体制の展開・推進を図っています。あわせて、「グループ・コンプライアンス基本規程」を制定し
コンプライアンス体制の整備を図るとともに、当社およびグループ各社を対象に、内部通報制度「コンプライアンス・ホットライン」を設置して
います。

　安川グループにおけるリスク管理体制の構築にあたり、「危機管理基本規程」に基づき、安川グループにおける日常の準備、危機発生時の
基本方針を明示しています。さらに、危機管理に関する方針の立案・推進、管理体制のフォローおよび意識の啓蒙を目的とする危機管理委員
会ならびに「安川グループ企業行動規準ガイダンス」の遵守と啓蒙および遵法体制の強化および推進を目的とするコンプライアンス委員会
を設置しています。

　また、取締役（監査等委員である取締役を除く）および執行役員の
報酬について、公正な審議による妥当性および透明性の確保など、
監査等委員である社外取締役が、当該報酬について意見を形成す
るための十分な情報を得て議論する場の確保を目的として、社長の
諮問機関である報酬諮問委員会を設置しています。

役員の報酬
　取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額は、年額
430百万円以内の固定枠および選任または重任された株主総会の
前事業年度の連結当期純利益の1.0％以内の利益連動枠の合計額
（ただし、使用人給与は含まない）となっています。
　監査等委員である取締役には、基本報酬のみ支給しており、その
報酬限度額は、年額100百万円以内となっています。
　なお、2015年度の取締役および監査役の報酬などの額は、以下
のとおりです。
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　コンプライアンス体制

　企業活動における規範としての「安川電機グループ企業行動規準ガイダンス」のもと、コンプライアンス推進に向けた体制の構築・改善、
コンプライアンス施策の実施に取り組んでいます。

グループ・コンプライアンス基本規程
　当社および国内連結子会社の役員・従業員を対象とした「グ
ループ・コンプライアンス基本規程」に基づき、コンプライア

ンス担当役員のもと、安川電機の事業部長および連結子会社

の社長をコンプライアンス責任者としたコンプライアンス体制

の整備などを行い、グループをあげてコンプライアンス推進に

取り組んでいます。

各コンプライアンス施策の実施

安川グループ企業行動規準ガイダンス
　2003年に制定した「コンプライアンス・ガイドライン」お
よび 2010年に制定した「安川電機グループ企業行動規準」

を 2015年度に全面的に改定し、「安川グループ企業行動規準

ガイダンス」として多言語でリリースしました。また、グループ

経営理念、安川グループ企業行動規準などを記載した携帯用

ミニカードを作成。当社および国内連結子会社の全従業員に

配布して、コンプライアンス意識の向上を図っています。

情報セキュリティへの取り組み

　「会社情報管理規程」に基づき、情報セキュリティ委員会組
織を構築するとともに、各部門への情報管理責任者の設置、

全従業員に対する研修など、情報漏えいを防止する施策を実

施しています。本規程は、2016年度以降、連結子会社にも

展開し、安川グループとしての取組みを強化していきます。

コンプライアンス教育

　階層別、職階別研修にてコンプライアンスに関する教育を
行っています。また、「グループ・コンプライアンス基本規程」

に基づき任命された国内のコンプライアンス推進リーダー（安

川電機の事業部企画部長および国内連結子会社の管理部長）

を対象に、事例問題を使ったグループワークを含めたリーダー

研修を実施しています。
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　会社情報の適時開示にかかる社内体制の状況

　「安川グループ企業行動規準ガイダンス」において、「株主はもと
より、広く社会とのコミュニケーションを行い、企業情報を積極的
かつ公平に開示するとともに、インサイダー取引の防止に努める」
こと、および「あらゆる法令を厳格に遵守し、社会的規範にもとるこ
とのない、誠実かつ公正、透明、自由な競争ならびに適正な取引に

より企業活動を遂行する」ことを基本方針としています。
　この方針に基づき、子会社を含む会社業務に関する情報（決定
事実、発生事実、決算に関する情報など）について投資家および
金融商品取引所に対して適時適切な情報開示を行うように努めて
います。
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取締役（監査等委員である取締役を除く）

監査等委員である取締役

執行役員

代表取締役会長
津田　純嗣

取締役 常務執行役員
ICT戦略担当
生産・業務本部長
輸出管理部長

南　善勝

代表取締役社長
人づくり推進担当
技術開発本部長
人材多様性推進室長

小笠原　浩

代表取締役 専務執行役員
CSR・コンプライアンス担当
管理担当
経営企画部長

村上　周二

取締役 常務執行役員
マーケティング本部長

髙宮　浩一

取締役 執行役員
経理部長

中山　裕二

常務執行役員
システムエンジニアリング
事業部長

扇　博幸

執行役員
モーションコントロール事業部長

熊谷　彰

執行役員
中国統括

今福　正教

執行役員
人事総務部長

生山　武史

執行役員
欧州統括

Manfred Stern

執行役員
マーケティング本部
東京支社長

森川　泰彦

執行役員
ロボット事業部長

小川　昌寛

執行役員
アジア統括
インバータ事業部長

善家　充彦

執行役員
米州統括

Michael Stephen Knapek

社外取締役 監査等委員
田中　靖人

社外取締役 監査等委員
辰巳　和正

取締役 監査等委員（常勤）
野田　幸之輔

取締役 監査等委員（常勤）
小田　昌彦

社外取締役 監査等委員
秋田　芳樹

2016年6月16日現在役員紹介
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次世代への地球の豊かな恵みを継承するために
環境経営を推進しています。

環境への取り組み

1.　事業活動において、地球温暖化の防止、資源循環・省資源、
 化学物質適正管理に努めます。

2.　環境・エネルギー事業領域を推進することにより、省エネルギー
 と創エネルギーの両面から環境負担を軽減します。

3.　従業員の生物多様性に関する知識を深め、地域、行政、ＮPＯ、
 ＮＧＯとも連携し、社内外での活動を実施します。

　安川グループの環境ビジョンと環境中長期計画

　生産活動（グリーンプロセス）における環境負荷は従来以上に低減するとともに、当社技術力をもって製品の環境性能を高め、製品
（グリーンプロダクツ）により世の中の環境負荷を低減することで更なる貢献を果たします。
　安川グループは、各ステークホルダーの皆さまと共に持続可能な社会の実現を目指します。

化学物質の適正管理

資源循環・省資源の
追求

グリーンプロダクツ グリーンプロセス

生物多様性保全

地球温暖化の防止

社会貢献
自然共生

企業価値向上

行動指針

安川グループは、持続可能な社会を実現するために、環境方
針に定める環境理念、基本行動指針に基づき、地球環境の保
護が人類共通の最重点課題の一つであるという考えのもと、
我々の事業活動は生物多様性が提供するさまざまなサービス
の上に成り立っていることを認識し、事業活動、社会貢献活
動を通じて、生物多様性保全を推進します。

　安川グループ環境方針

環境理念　
　安川グループは、経営理念に基づき、地球環境保全が人類共通
の最重点課題の一つであるとの認識に立ち、企業活動のあらゆる
面で環境に配慮して積極的に行動することにより、持続可能な社会
の実現に貢献します。

2025年度目標YASKAWA ECO VISION

　生物多様性方針

基本行動指針
1.　全員参加
生物多様性保全と低炭素社会・循環型社会を目指し、すべての人が責任
を持って主体的に環境活動に取り組む。

2.　新技術による環境改善貢献
豊かな未来に向けて、技術イノベーションにより幅広く社会で活用され
る製品とサービスを開発し、環境改善活動に貢献する。

3.　製品とサービスの環境負荷低減
研究開発・設計から調達・生産・流通・使用・廃棄までの全ライフサイ
クルにおける製品とサービスの環境負荷低減に努める。

4.　未来志向の目標設定
環境関連の法令を守ることはもとより、社会の期待を積極的に先取りし
た目標を設定し、継続的な環境管理の向上と環境リスク低減に取り組む。

5.　環境意識の向上
一人ひとりが環境活動を自立的に実行できるように、幅広い観点から環
境との関わりについて教育・啓蒙活動を展開し、環境意識を高める。

6.　情報開示とコミュニケーション
ステークホルダーとの相互理解を深めるために、環境活動について情報
開示と積極的なコミュニケーションを行う。

グリーン
プロダクツ

グリーン
プロセス

・製品を通じた環境負荷低減
　CO2排出量抑制 69百万トン（*1）

・当社環境製品の社内導入と見せる化
・製品構成材料のリサイクル性向上
・全製品へのグリーン調達の適用

・GHG排出量　10％削減（*2）

　（2030年度目標　15％削減）
・廃棄物排出量　毎年１％削減（*3）

・水の使用・排水の適正管理
・生産活動での有害物質管理徹底

*1：2016年度以降累計、*2：2015年度比、*3売上高原単位
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　環境マネジメントシステム

　当社は、1998年から各生産事業所での国際規格 ISO14001（環
境マネジメントシステム）の認証取得を開始し、環境活動を実施して
きました。
　この活動をさらに発展させるために、「トップマネジメント力の強化」、
「環境経営度向上」、「全事業部の環境活動の運用統一と活性化、
および連携強化」を目的として、国内全生産事業所（5事業所）
統合認証を2014年8月に取得しました。
　この新たな管理体制のもとで、全事業所の環境推進部門が参加
しての全社環境推進委員会や、本社統括部門による事業所環境監査
などにより、全社でＰＤＣＡサイクルを回し、統合環境マネジメント
システムの継続的改善を進め、高い環境目標の達成に向けた活動
を推進しています。

　見学者へのロボット村＊環境技術紹介

　北九州市の本社事業所を「ロボット村」と位置づけ、リニューアルしました。
　ロボット村は、エネルギーを「へらす」、「つくる」、「賢くつかう」、「ためる」、「ひろう」の5つの視点を取り入れており、自社技術を活用す
ることで、事業所全体のCO2排出量を半減、さらにエネルギー使用量を原油換算で42％、ピーク電力を35％削減することを実現しました。
　ロボット村に活用されている環境技術については、安川電機みらい館に見学に来られた方にわかりやすく紹介しています。

　ロボット村は自社技術を用いた省エネ活動が
評価され、平成27年度省エネ大賞において、省
エネ事例部門で省エネルギーセンター会長賞
を受賞しました。また、製品・ビジネスモデル部門
では「安川マトリクスコンバータU1000」が経済
産業大臣賞を受賞し、ダブル受賞となりました。

自動倉庫の電源回生ファン･ポンプ制御

環境推進統括者

環境推進部

全社環境推進委員会

八幡西事業所の EMS

行橋事業所の EMS

入間事業所の EMS

小倉事業所の EMS

八幡東事業所の EMS

Act

改善

Do

実行

共
通
の
仕
組
み

環
境
方
針

トップマネジメント・
統括組織・内部監査機能

Check Plan

計画評価

統合環境マネジメントシステム（EMS）の概要

　環境法規制遵守

　当社では、環境に関連する法律や規制の遵守を徹底するため、
社内規定に基づき、各事業所に適用される法規制の確認、対応す
べき内容と実施方法について定め、各事業所内および、ＩＳＯ統括
事務局による遵守確認を実施しています。2015年度、当社は
法律や規制に対する違反や処罰はありませんでした。

ロボット村で活躍する自社技術 省エネ大賞受賞
エネルギー監視制御

エネルギーマネジメントシステム インバータ

電源回生
コンバータ

＊：「ロボット村」は安川電機の登録商標。
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　地球温暖化防止

省エネルギーの取り組み
　環境中期計画2015の「エネルギー使用量生産高原単位を2015年度までに4％

削減（2012年度比）」を目標に省エネ活動に取り組みました。実績は11.1％の
削減となり、目標を達成しました。
　具体的には、ＬＥＤ照明やインバータ式コンプレッサなどの高効率設備導入に
加え、全ての生産事業所で省エネ診断を実施し、たくさんの運用改善テーマを抽出
しました。改善の実施により年間25kℓのエネルギー削減ができました。

　資源循環・省資源

再資源化活動
　不要なものが有効利用されるように分別収集の徹底と取引業者

の開拓を実施し、産業廃棄物のゼロエミッションを維持することが
できました。

リサイクルの取り組み
　作業服を一新したため、廃棄作業服が大量に発生しました。それ
らを無償提供し、自動車内装材として再利用されました。
　この活動で「福岡県循環型社会形成推
進功労者知事表彰」と「北九州市3R活動
推進賞（リサイクル賞）」を受賞しました。

省資源に配慮した製品の開発
　マトリクスコンバータU1000は、開発段階から省資源性・リサイ
クル性・環境保全性・安全性・省エネ性向上を目的として開発した
次世代ドライブ製品です。設置面積を65%減、配線を70%減に
改善できました。

＜制御盤構成例＞
従来の構成 U1000の構成

（注）電力のCO2排出量の算出においては換算係数0.42kg-CO2/kWhを使用しています。

生産事業所での省エネ診断 空調機を電気式からガスヒートポンプ式
へ変更

自動車の内装材へ

使用量（kℓ）

8.4
8.0

7.3 7.4
14.4 13.7

12.2 12.6

8.0

原単位（kℓ/億円）

中計目標原単位

20132012 2014 2015

（kℓ/億円）（t-CO2） （t-CO2/億円）

合計
21,429
（t-CO2）

重油・灯油・他 3％
CO2換算値 532

非エネルギー起源 3％
（SF6、ドライアイス）

CO2換算値 720

都市ガス 6％
CO2換算値 1,284

石油ガス 9％
CO2換算値 1,903

（kℓ）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

12,000

14,000

16,000

0

2

4

6

8

10

5

10

15

20

2512

排出量（t-CO2）

原単位（t-CO2/億円）

生産活動でのエネルギー使用量と
生産高原単位

生産活動でのCO2排出量と
生産高原単位 2015年度のCO2排出量

（年度） 20132012 2014 2015
0 0

（年度）

電力 79％
CO2換算値 16,990

Recycle

設置面積
65％減
配線
70％減

作業服を回収

発生量
最終処分量

2015年度
目標 1%以下に対して実績 0.01％

最終処分率（t） （%）
5

1.5

1

0.5

0

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

2000 2011 2012 2013 2014 2015（年度）
0

「産業廃棄物・有価物」の発生量と最終処分量の推移

電源回生コンバータ

ELCB ELCB

U1000

MC
MC

高調波フィルタ用
コンデンサ

高調波フィルタ用
リアクトル

AC
リアクトル

インバータ

プラスチック類 1％ 金　属 70％

「産業廃棄物・有価物」の発生量の内訳

木くず 18％

廃　油 5％

その他 6％

合計
4,935（t）有価物 71％

産業廃棄物29％
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優秀省エネルギー機器

　気候変動抑制など地球環境改善に貢献する「グリーンプロダクツ」

　当社は製品を通じて、お客さまの生産性・省エネ性を飛躍的に向上させ、世の中の環境負荷を低減していきます。
　この度、製品を環境視点で点数評価し、一定の基準を満たす製品を『グリーンプロダクツ』、　業界最高水準の環境性能を発揮する製品を
『スーパーグリーンプロダクツ』として認定する仕組みを作りました。

　2015年度は『スーパーグリーンプロダ
クツ』として3製品、『グリーンプロダクツ』
として2製品を認定しました。
　スーパーグリーンプロダクツ認定製品
は、省エネ大賞を受賞するなど、外部か
らの高い評価も得ています。

製品名

製品名

安川マトリクス
コンバータ
U1000

安川インバータ
高性能ベクトル制御
A1000

マシンコントローラ
MP3300

AC-ACの双方向変換を実現した回生一体型ドライブ

高性能な電流ベクトル制御を高効
率の同期電動機にも適用可能とし
た安川インバータドライブ

環境や省エネへの配慮を
コンセプトとした
マシンコントローラ

・回生エネルギー有効活用による省エネ
・高調波レス（高調波抑制ガイドラインを単体でクリア）
・高調波対策の周辺機器『不要』
・設置面積低減、配線数減
・商用電源切替機能

・あらゆるモータの制御を実現
・エンコーダレス位置決め制御
・革新的トルク特性
・多彩なオートチューニング機能を搭載

・業界最速のスキャン同期が可能
・高精度制御（倍精度実数型、64bit整数型対応）
・セットアップ時間を大幅短縮
・サーボ消費電力モニタ機能

平成27年度省エネ大賞
（経済産業大臣賞）

・世界最小サイズ
・業界最高水準の変換効率
・高調波レス（高調波抑制ガイドラインを単体でクリア）
・マルチモータ運転機能
・セル1個単位のメンテナンスが可能

・小型化
・高分解能
・高効率、低発熱
・防水性向上 （IP67）

製品の環境配慮ポイント

製品の環境配慮ポイント

外部表彰

地球温暖化
防止

スーパーグリーン
プロダクツ

■スーパーグリーンプロダクツ

■グリーンプロダクツ

グリーン
プロダクツ

環境配慮製品

省資源
リサイクル

化学物質
適性管理

３つの環境の視点

点数評価

スーパー省エネ
高圧インバータ
FSDrive-
MV1000

サーボモータ

シンプルな主回路構成によって世界最小サイズを実現した高圧ドライブ

小型化、高精度、高効率化を実現したサーボモータ

2013年度優秀省エネルギー機器表彰
（日本機械工業連合会会長賞）

2013年度日刊工業新聞社
第56回十大新製品賞（日本力賞）

シリーズ

日刊工業新聞社

第56回第56回

日本力賞受賞日本力賞受賞
にっぽんぶらんどにっぽんぶらんど
十大新製品賞十大新製品賞

ACサーボドライブ       シリーズ

安
川
電
機
の
向
か
う
先

安
川
電
機
の
戦
略

E
S
G
へ
の
取
り
組
み

安
川
電
機
と
は



47　YASKAWAレポート 2016

INPUT項目 単位 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

投入エネルギー
生産・販売関連

電気 万 kWh 4,276 4,246 4,418 4,138 4,045
都市ガス量 万m3 26 31 37 66 61
液化石油ガス t 509 482 470 470 634
重油・軽油・
灯油・ガソリン kl 309 210 241 196 184

スチーム・熱 TJ 17.8 23.6 19.8 1.18 1.16
物流関連 *3 TJ 51.0 50.2 43.4 42.3 36.8

温室効果ガス（SF6）取扱量 t 2.28 1.86 1.42 0.47 1.06
PRTR法対象化学物質取扱量 t 63.5 52.2 63.2 56.8 41.0
水使用量 生産・販売関連 千m3 195 193 200 198 186
紙資源 生産・販売関連 t 137 123 124 117 113

OUTPUT項目 単位 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

温室効果ガス*1 CO2排出量
生産・販売関連 t-CO2 22,086 22,138 22,770 20,737 20,811
物流関連 *3 t-CO2 3,497 3,445 2,977 2,902 2,525

SF6排出量 kg 59 45 35 11.4 49.2

温室効果ガス*2 CO2排出量
スコープ 1+2 t-CO2 ー ー ー 30,262 29,403
スコープ 3*4 t-CO2 ー ー ー 45,237 26,296

大気汚染物質
NOx kg 309 372 262 179 　275
SOx kg 22 49 15 7 0 

水質汚染物質
BOD t 7.12 5.21 8.32 11.3 7.95
COD t 1.36 1.03 1.02 1.16 1.27

PRTR
排出量 t 50.3 38.4 52.2 44.5 31.3
移動量 t 8.3 7.6 7.2 8.6 5.3

産業廃棄物・
有価物

発生量 t 5,870 5,642 6,373 6,152 4,935
最終処分量 t 35 31 10 1.8 0.42 
最終処分率 % 0.59 0.55 0.15 0.03 0.01 

一般＋
産業廃棄物・
有価物

発生量 t 6,440 6,246 6,758 6,522 6,158
最終処分量 t 75 72 51 54 40
最終処分率 % 1.16 1.15 0.75 0.82 0.65

　生物多様性保全の取り組み

　本社のある北九州地区では、市主催「環境首都100万本植樹
プロジェクト 響灘・鳥がさえずる緑の回廊創生事業」の「どんぐり
銀行」の取り組みに参加しています。

　3月の植樹会には、従業員およびその家族30名以上で参加しま
した。このプロジェクトは100万本の植樹を目標に実施されており、
今回の植樹会で累計625,954本（2016年4月現在）の植樹が
完了しました。目標達成に向けて当社もこの活動を続けていきます。

　環境データ一覧

　環境負荷低減への取組みを活性化するため、自主行動目標に向けて日々活動をしています。
　下記は、2011年度から2015年度までの環境データ（実績）一覧です。グループについては当社ホームページを参照ください。

＊1：電力の CO2 排出量の算出においては排出係数 0.42kg-CO2/kWhを使用。
＊2：電力の CO2 排出量の算出においては電力会社公表の排出係数を使用。また、スコープ 3 はカテゴリ2、3、5、6、7 の合計値。
　　 算定した排出量の信頼性向上のため、ＳＧＳジャパン株式会社による第三者検証を受けています。

【データ対象範囲】安川電機、安川電機事業所内のグループ会社と関係会社、安川モートル。ただし、以下の項目は別に範囲を定めています。
　　　　　　　　＊3：「物流関連」安川ロジステック　＊4： 「スコープ 3」安川電機、安川電機事業所内のグループ会社と関係会社

朱書き：過去データの修正

社内で育成中のどんぐり苗

植樹会参加のメンバー
植樹の様子

安
川
電
機
の
向
か
う
先

安
川
電
機
の
戦
略

E
S
G
へ
の
取
り
組
み

安
川
電
機
と
は



YASKAWAレポート 2016　48

トピックス

ファミリー イ ベ ント

2015年 6月オープン

来館1万人
記念式典

▶ 2015年 10月 2日に１万人達成

安川電機みらい館は、2015年6月にオープン以来、多くの方々に来館いただいております。当社の技術に実際に触れて、
「学び・考え・創る」ワークショップやセミナーなども開催し、地域の方々とともに創りあげる活動拠点を目指しています。

　安川電機みらい館来館者数

　当社が本社を置く北九州市が積極的に推進す
る産業観光のルートに安川電機みらい館・ロボッ
ト工場が組み込まれ、子どもから大人まで、ロボッ
トをはじめとするものづくりの現場を間近で見て
いただく機会を提供し、開館からの1年間で約
30,000名の方が来館されました。

　安川電機みらい館では初となるファミリー
デーイベントを夏休みの3日間で開催し、820

名の方にご来館いただきました。小学生を対象
としたメインイベントのものづくり教室ではク
リップモータを手作りし、モータの仕組みや早く
回るコツなどを学習していただく機会を提供しま
した。計6回の開催で、ご家族を含め301名の
方に参加いただき、ものづくりの楽しさを実感し
ていただきました。

「ものづくり教室」を開催

　来館 1 万人記念式典を開催

　2015年10月2日に安川電機みらい館の来館者数が1万人に達しました。1年間で
来館者2万人としていた目標を予想よりも2ヶ月早く達成しました。
　1万人目のお客さまとなった北九州市立合馬小学校の5年生の生徒さんをお迎えし、
来館者1万人達成式典を執り行いました。子どもたちの名前入りミニチュアモートマン
の模型や展示ロボットが組み立てたミニカーなどをプレゼントし、最後はこの式典の
ために準備したくす玉を展示ロボットのMOTOMAN-SIA20が割る演出を行いました。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月

0

ロボット村来訪者数
（安川電機みらい館・工場見学者数）

2015年4月～2016年3月

5,000

10,000

15,000
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ものづくり教室の様子
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アイデア対決・全国高等専門学校
ロボットコンテスト

企業市民として社会とともに発展し続けられるよう、
地域の活性化や将来を担う世代への支援などに取り組んでいます。

社会貢献

　YASKAWA 未来クラブの活動

　創立 90周年（2005年度）を機に、お客さまや株主の皆さま
をはじめ、地域社会の方々からいただいた多くのご支援に対して感謝
の意を表すとともに、今後当社がいっそう社会に貢献できるように、
社内で「YASKAWA未来クラブ」が発足しました。
　同クラブは趣旨に賛同して自発的に入会した当社グループの従
業員が、給与の一部を拠出し、「医療・福祉」、「青少年の健全育成」、
「環境保護・緑化運動」などの分野に係わる団体に対し、支援活動
を行うものです。
　2016年 4月に発生した平成 28年熊本地震で被災された方々
のために、安川電機とYASKAWA未来クラブが義援金を拠出し
たほか、1日も早い復興を願った多くの社員も休暇を利用して現地
入りし、復旧作業のボランティア活動を行いました。　

熊本地震の災害復旧
ボランティア

福島県の子どもたち
の見学受入

　「福島県子ども交流プロジェクト」に参加

　2012年にスタートした北九州市と福島県の子どもたちの交流プ
ロジェクト「Smilink Project」の趣旨に当社も賛同し、昨年度よ
り福島からの子供の工場見学の受け入れを実施しています。今回は
安川電機みらい館とロボット工場の見学受入を実施し、26名の
子どもとボランティアの方々にお越しいただきました。

　高専ロボコンの支援

　2005年より「アイデア対決・全国高等専門学校ロボットコンテ
スト（高専ロボコン）」に協賛しています。このコンテストは、全
国の高専が参加してロボット製作のアイデア、技術、性能を競う教
育イベントであり、2015年で 28年目を迎えました。
　ロボット事業を営む当社は、次世代の技術者育成のため、多く
の若者がものづくりに情熱を注ぐ高専ロボコンを応援しています。
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地域交流
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　地域イベントに当社陸上部が参加

　本社を置く北九州市・黒崎の街の活性化を目的として、地域と企
業が共同で企画 ･運営する初めての試みとして開催されたイベント
「くろさき健康フェスティバル」に参加しました。メイン会場となっ
た本社講堂を開放し、トークショーに陸上部メンバーがゲスト参加し
たほか、従業員も運営スタッフとして協力しました。
　陸上部は 1974年の創部以来、実業団対抗駅伝競走大会や世界
陸上競技選手権大会、オリンピック競技大会などにおいて、地域の
皆さまからたくさんのご声援をいただいており、陸上を通じて地域の
子供たちとの交流も深めてきました。
　トークショーは初めての試みであったこともあり、選手は冒頭では
緊張した場面もありましたが、経験談を語ったり、ストレッチの方法
を指導したりしながら、陸上を通じて地域の活性化に取り組みました。

　「北九州マラソン2016」での
　ボランティア活動

　市制 50周年を記念して 2014年から開催されている北九州マラ
ソンに、はじまって以来３年連続でメインスポンサーとして協賛して
います。従業員やその家族もボランティアに参加して、大会をサポー
トしました。

　ギラヴァンツ北九州に協賛

　北九州に本拠地を置くJ2プロサッカーチーム「ギラヴァンツ北
九州」を2009年から支援しています。地域のスポーツ振興を通じて
青少年の育成に貢献するとともに、ユニフォームのスポンサーや
ゲーム支援などを行い、当社グループ従業員一丸となって応
援しています。

　「やすかわくん」の各種イベントへの出店

　産業用ロボットを非製造業分野に活用する取り組みのひとつとし
て 2010年夏にスタートしたソフトクリームロボット「やすかわくん」
を各種イベントに出店しています。
普段、産業用ロボットを目にする機
会の少ないお子様はもちろん大人の
方にも楽しんでいただいています。

ギラヴァンツ北九州試合の様子

トークショーの様子

　ボランティア活動や、地域イベントへの参加、地元サッカーチームへの協賛などを通じて地域の皆さまと交流し、
より良い関係づくりに努めています。

　JR黒崎駅に「黒崎神社 おみくじロボット」を設置

　本社の最寄り駅であるJR黒崎駅構内に、当社の7軸垂直多関節
ロボットを使った「おみくじロボット」を、地域活性化への支援を目的
として設置しました。鳥居の形を模したブース正面にあるボタンを
押すと、軽快な音楽とともにロボットがボールをセットしスタート。
　ジェットコースターのように配置されたレールはところどころが途
切れており、複雑な動きをしながらロ
ボットがその橋渡しをしながらゴール
へ導きます。いくつかあるゴールポケッ
トにボールが入ると、おみくじが出てき
て、その日の運勢を占います。
（営業時間：9:30～17:00、費用無料）
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人材多様性
推進室の
ミッション

1. 多様な価値観や考え方を持った人材の採用と育成によって、環境変化に強い企業体質を
構築します。

2. 多様な意見や視点を取り入れ、イノベーションが必然的に起こる社風を創出します。
3. あらゆる差別要因を排除し、従業員の個性を認めることによって働きがいのある職場環境

を実現します。

　ダイバーシティ推進の背景

　企業における真のグローバル化や新市場の開拓には、従来から主流をなしてきたものにとらわれない新たな視点や発想が不可欠であり、
その実現には異なる属性（性別、年齢、国籍など）や異なる価値観・経験を有する多様な人材が必要不可欠です。
　そして、このような人材が能力を発揮できるためには、企業が各々の家庭環境やライフスタイルなどを加味した多様な働き方の選択肢を
用意し、柔軟な対応を行っていくことが重要となってきます。
　当社グループにおいては、全従業員が輝き活躍できる人事や勤務の仕組みづくりに向けて、ダイバーシティの推進を積極的かつ連続的
に行っていくことを宣言しています。

　ダイバーシティ推進の基本方針

　2014年9月に社長を室長とする人材多様性推進室を立ち上げ、次の３項目をミッションとしてダイバーシティ推進施策を展開しています。

　働き方改革によるワーク・ライフ・バランスの推進はダイバーシティ推進の要であると同時に、企業発展のための車の両輪と位置づけて
います。フレックスや時間単位積休の活用、在宅勤務の導入検討など、柔軟で多様な働き方や人事制度の在り方を検討しています。また、
従業員一人ひとりの労働生産性を高めることで業務効率の 30％アップを目指す「K30推進活動」とタイアップし、個々のライフスタイル
や育児・介護といったライフイベントと仕事を無理なく両立しつつ、キャリアアップが図れる企業を目指して、社内風土改革に取り組んでい
ます。

グローバル人材と多彩な才能をフルに生かすため、
さまざまなダイバーシティ推進活動に取り組んでいます。
また、ワーク・ライフ・バランスの実現などにより、
従業員の個性を大切にしながら、働きやすい環境を整えています。

人材活用

ダイバーシティ推進
　安川電機は 2015年 3月に発表した長期経営計画「2025年ビジョン」において、多様な人材の強みを活かせる風土づくりとしてダイバー
シティ（人材多様性）推進を掲げ、さまざまな取り組みを行っています。
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　取り組み状況

　人材の多様性といっても、人種・国籍、年齢、性別、経歴など、ダイ
バーシティの属性はさまざまですが、当社は最大のマイノリティで
あり、国家施策でもある女性の活躍推進を最優先課題に掲げ、経営
トップの強力なコミットメントの下、各種施策に取り組んでいます。

経営トップの強力なコミットメント
　社長をはじめ経営トップ層自らが従業員向けのダイバーシティ
メッセージを発信するほか、社員との対話集会を開催し、経営トップ
層が直接、従業員の多様な意見を汲み上げる機会を設けています。

研修・キャリア支援
　2015年度は、財界で活躍する女性経営者を講師として招聘し、
全女性社員を対象とした講演会の開催や、女性社員（公募・選抜）と
全管理職を対象とする集合研修をそれぞれ実施いたしました。現在
は、将来のキャリアが描き難いという女性社員からの声を受けて管
理職から中堅総合職に対するキャリア支援策の構築などに取り組ん
でいます。

安川電機 ガールズデーの開催
　地域貢献の一環として、女子中学生を対象としたガールズデー
を2016年より開催しています。ガールズデーとはドイツ発祥の
イベントで、普段女の子にあまり身近でない理工系の仕事について
紹介し、一緒に楽しみながら、興味を抱いてもらうことを目的として
います。安川電機みらい館とロボット工場見学の後、本物の産業用
ロボット動作を体験してもらいました。参加者の皆さんからは、「女
性も理系の仕事につくことが出来るとわかった」や「ロボットや電気
に興味を持った」などの声をいただきました。

　女性活躍推進法に基づく「行動計画」

　当社正社員に占める男女別データは以下の通りです。

　男女遜色ない平均年齢、平均勤続年数であり、女性にとって子
どもを育てながら働き続けることができる就労環境を築いてきた
ことは当社の誇りです。しかしながら、リーダ層となると女性課長
層4名、係長層15名とまだまだ少数であるのが現状です。当社の
課題として、これまで女性従業員が活躍する場・数ともに少なく、
管理職を目指す女性が少なかったことを把握し、女性が配置され
ていない部署に新たに女性従業員を配属する、採用や管理職に
おける女性従業員比率の目標をたて、女性従業員のさらなる活躍に
取り組んでいます。
　企業における女性の活躍推進の取り組みを着実に前進させるべく、
2016年4月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」
が施行されました。
　当社はこれまでのダイバーシティの取り組みを発展させ、女性活躍
のための行動計画を策定し、届出を行いました。

＜正社員構成＞（2016年 4月現在）

【行動計画詳細】

全女性従業員対象の講演会

ガールズデー当日の様子

正社員
男女別
比率

男性

女性

87.9%

12.1%

株式会社安川電機　行動計画

女性が管理職として活躍できる雇用環境の整備を行うため、次のように行動計画を策定する。

1.  計画期間 : 平成28年3月21日～平成31年3月20日

2.  当社の課題

3.  目標

課題 1： 女性社員が活躍する場、数ともに少ない。

課題 2： 管理職を目指す女性が少ない。

←女性社員の配属部署が限定されている。

←昇進機会の平等が確保できていない。
（結婚、子育てによるキャリアの中断など）

←女性社員の採用人員が少ない。

目標1-1 : 女性が配置されていない部署6部門以上に新たに女性社員を配属する。

目標1-2 : 平成30年度女性社員採用目標を下記とする。

目標 2 : 平成30年度女性管理職登用目標を下記とする。 

・採用数全体に占める女性の割合　平成24-28年度比1.3倍以上
・事務系職種に占める女性の割合　55%以上
・技術系職種に占める女性の割合　平成28年度比1.6倍以上

・管理職全体数　平成27年度比　3倍以上
・部長層の人数　平成27年度比　1.5倍以上
・課長層の人数　平成27年度比　5倍以上
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正社員数 平均年齢 * 平均勤続年数 *

女　性 330名 40.7歳 17.6年
男　性 2,437名 41.6歳 17.7年
合　計 2,767名 41.5歳 17.7年

*役員、嘱託、エルダ・シニアスタッフ除く
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グローバル人材候補の成長ステップ

グローバル耐性強化プログラム

フィリピン英語留学
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　当社では全社的な人づくり推進活動を展開し、経営層との対話を
重視する人材育成の取り組みを実施しています。
　“育とう・育てよう”とする風土の醸成を目指して、2007年度よ
り社長自らが「人づくり推進担当」となり、従業員とのコミュニケー
ションの輪を広げ、人材育成の向上を図ってきました。
　具体的には「安川電機を愛し誇りに思う人づくり」をキャッチ
フレーズにして、以下のような対話集会を行っています。

　①社長対話集会Ｙわい倶楽部
　　（2007～ 2015年度：計 196回 /1,832名参加）

　②本部・事業部長対話集会
　　（2007～ 2015年度：計 856回 /5,749名参加）

　参加者との双方向の対話を通じて、チャレンジする社風の醸成と
チャレンジし続ける人材の育成を目的としています。今後も当社独自
の「人づくり推進活動」を継続し、参加者のモチベーション向上と
自由闊達な社風づくりに注力してまいります。

　グローバル人材の育成

　当社グループにおいてはビジネスのグローバル化が加速する中、
ワールドワイドで活躍する人材の育成に力を入れています。

　近い将来、海外赴任が想定される人材を主な対象に、海外での
ビジネスに必要な知識・スキルの醸成と心構えに関するマインドセッ
トを行っています。
　参加者は、赴任までのアクションプランを作成し、研修後も自己
研鑽に励みます。

　グローバルでの活躍が期待される人材に対して、英会話力の
早期強化のため、フィリピン英語留学に派遣しています。
　参加者は、知識としての語彙を発話できるレベルまで高めるため、
約 3ヶ月間、毎日 11時間のカリキュラムに取り組みます。
　帰国後、参加者の半数以上が海外駐在員や海外業務担当として
活躍しています。

海外現地法人での経営層就任

海外駐在

Global Challenger Program（公募）

グローバル耐性強化プログラム（選抜）

海外英語留学（選抜）

新入社員
海外現法実習

管理職就任

実
践

若
手
〜
中
堅
向
け
研
修

外国語スキル 異文化適応力 リーダーシップグローバル
ビジネススキル

言語の壁

グローバル人材育成の課題

安川電機の人づくり（チャレンジし続ける人材の育成）

　当社は、従業員に対しチャレンジする場を提供し、“ 育とう・育てよう” のコミュニケーションを通じ、グローバルな事業に貢献する情熱
を持った人材を育成することを基本方針としています。

Yわい倶楽部の開催風景津田会長の思い
  「志を持ち、自ら学び、実践する人」を育てたい！
  「ゴール達成まで、お互いに応援し合う社風」をつくりたい！
  「常に前進！進化と成長を続ける安川グループ」をつくりあげたい！
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　当社は、すべての従業員が個人として尊重され、お互いに信頼し合って働けるような職場環境を作り、これを維持していくことがなにより
も重要だと考えています。
　いかなる従業員による、いかなる形態のものであっても、ハラスメントを黙認したり、見過ごしたりしません。
　2015年度は全従業員を対象として、ハラスメントの定義や予防方法に関する研修を実施したほか、社内イントラ上においても、ハラス
メントに関する特設ページを設置し、相談窓口などの情報周知に努めています。

　安全衛生水準の向上に向けた取り組み

　各職場では、安全に作業を行うための作業基準書の整備と教育訓練、
リスクアセスメント、ならびに日々の
業務における災害防止活動を行って
います。また、これらの活動結果が安
全衛生方針や目標の達成につながっ
ているか内部監査を行い、その結果
を反映させた改善活動を行うことで、
当社における労働災害の度数率は同
業種平均を下回っています。
　さらなる安全衛生水準の向上を図
るため、特に今年度は化学物質リスク
アセスメントの実施に向けた取り組み
の整備を行っています。

従業員の健康サポート
　従業員を対象とする一般健
康診断・特殊健康診断では、
関連する法令や各種の検査の
特性を十分に考慮し、作業環
境の把握や対象者の選定から
検査実施と事後措置まで、有
機的かつ効率的な運用を行っ
ています。これにより、業務上
の疾病予防はもちろんのこと、
生活上・就業上の支援に重き
を置いた保健指導や教育を
行っています。

メンタルヘルス対策
　精神医学的な病気や障害は、他の病気と同様、誰にでも起こり
うる疾患であると位置づけ、必要に応じた生活上・就業上の支援を
行っています。
　また、従業員の健康及び生活にさまざまな影響を及ぼしうる心理
的ストレスへの対策の一環として、アンケートによるストレス調査
を実施し、その結果に基づく個人と職場へのフィードバックを行っ
ています。

疾病休業者の職場復帰支援
　やむを得ず病気やケガで休業した従業員が職場に復帰するとき
は、本人はもちろん所属長や管理部門、産業医で協議をして、可
能な限りの人的サポート体制や物理的環境を整え、支援を行って
います。

安全パトロール

転倒防止セミナー

「度数率」：100万延実労働時間当たりの労働災害による死傷者数で災害発生の頻度を表す。
算出方法：（労働災害による死傷者数／延実労働時間数）×1,000,000

全産業 電気機械器具製造業 安川電機

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2011 2012 2013 2014 2015（年度）

0.44

0.15
0

0.44 0.41

0.18
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0.54
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労働災害度数率

働きやすい環境づくり
　「安全で明るく働きやすい快適な職場の実現」を基本方針に、従業員が元気に出社し、元気に帰る毎日を継続し、
働き甲斐のある充実した社会人生活を過ごせる職場環境づくりを目指しています。
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会社概要

■主要関連会社

日本

株式会社 ワイ・イー・データ
　 情報関連製品・サービス
　（オプトメカトロニクス・情報セキュリティ・情報マルチメディア）

安川コントロール株式会社
　電気機械器具およびその部品の製造・販売　

安川エンジニアリング株式会社
　電気機械設備の保全・整備・試運転調整および技術指導

株式会社 安川メカトレック
　電気機械器具、その他各種機械器具の販売

安川モートル株式会社
　電動機、発電機および電動機応用製品の設計・製造・販売・保全・
　整備および調整

株式会社 安川ロジステック
　総合物流事業

安川オビアス株式会社
　広告・宣伝の企画、実施および販売技術資料の制作

欧州

YASKAWA EUROPE GmbH（ドイツ）
　インバータ・サーボ・コントローラの製造・販売・サービス、
　ロボットの販売・サービス

YASKAWA NORDIC AB（スウェーデン）
　ロボットの販売・サービス

YASKAWA ELECTRIC UK LTD.（イギリス）
　インバータ・サーボアンプの製造・販売・サービス

YASKAWA EUROPE TECHNOLOGY LTD.（イスラエル）
　サーボ・コントローラの開発・製造・販売・サービス、
　ロボットの販売・サービス

商 号 株式会社 安川電機

英 文 社 名 YASKAWA Electric Corporation

設 立 1915年（大正4年）7月16日

従 業 員 11,450名（連結）  2,869名（個別）

本 社 806-0004
北九州市八幡西区黒崎城石2番1号
TEL 093-645-8801　FAX 093-645-8831

東 京 支 社 105-6891
東京都港区海岸一丁目16番1号
ニューピア竹芝サウスタワー 8F
TEL 03-5402-4511　FAX 03-5402-4580

主 要 営 業 拠 点 中部支店 TEL 0561-36-9310
FAX 0561-36-9311

大阪支店 TEL 06-6346-4500
FAX 06-6346-4555

九州支店 TEL 092-714-5331
FAX 092-714-5799

主 要 生 産 拠 点 八幡西事業所・行橋事業所
入間事業所・中間事業所・中国（瀋陽・常州・上海）

研 究 開 発 拠 点 開発研究所（小倉事業所）・つくば研究所

アジア

YASKAWA ELECTRIC (CHINA) CO., LTD.（中国）
　 インバータ・サーボ・コントローラ・ロボットの販売・サービス

SHANGHAI YASKAWA DRIVE CO., LTD.（中国）
　インバータの製造・販売

YASKAWA SHOUGANG ROBOT CO., LTD.（中国）
　ロボットの販売・サービス

YASKAWA ELECTRIC (SHENYANG) CO., LTD.（中国）
　サーボ・コントローラの製造・販売・サービス

YASKAWA ELECTRIC (SINGAPORE) PTE. LTD.（シンガポール）
　インバータ・サーボ・コントローラ・ロボットの販売・サービス

YASKAWA ELECTRIC KOREA CORPORATION（韓国）
　インバータ・サーボ・コントローラ・ロボットの販売・サービス

YASKAWA ELECTRIC TAIWAN CORPORATION（台湾）
　インバータ・サーボ・コントローラ・ロボットの販売・サービス

YASKAWA INDIA PVT. LTD.（インド）
　インバータの製造・販売、サーボ・ロボットの販売・サービス

米州

YASKAWA AMERICA, INC.（アメリカ）
　インバータ・サーボ・コントローラの製造・販売・サービス、
　ロボットの販売・サービス

YASKAWA CANADA, INC.（カナダ）
　インバータ・サーボ・コントローラ・ロボットの販売・サービス

YASKAWA ELETRICO DO BRASIL LTDA.（ブラジル）
　インバータ・サーボ・コントローラの販売・サービス

MOTOMAN ROBOTICA DO BRASIL, LTDA.（ブラジル）
　ロボットの販売・サービス

2016年3月20日現在
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2016年3月20日現在

株式関連情報

■所有者別株式分布状況

■株価の推移（2013年 1月～ 2016年2月）

■大株主の状況

■株主メモ

（注）東京証券取引所における月別の高値、安値を表示しています。

金融機関
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当社株式は日経平均株価・JPX日経インデックス400の構成銘柄に採用されています。

大株主（上位10名）　　 持株数 持株比率

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 23,622千株 8.86%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 19,748千株 7.40%

THE BANK OF NEW YORK，NON-TREATY JASDEC ACCOUNT
（常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行）

9,594千株 3.60%

株式会社みずほ銀行 8,100千株 3.04%

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（三井住友信託銀行退職給付信託口） 7,970千株 2.99%

明治安田生命保険相互会社 7,774千株 2.92%

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（三井住友信託銀行再信託分・株式会社福岡銀行退職給付信託口） 6,375千株 2.39%

資産管理サービス信託銀行株式会社
（証券投資信託口） 3,965千株 1.49%

株式会社西日本シティ銀行 3,438千株 1.29%

日本生命保険相互会社 3,228千株 1.21%

発行可能株式総数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 560,000千株

発行済株式の総数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 266,690千株

資 本 金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 305億62百万円

株 主 数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 38,652名

証 券 コ ー ド ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6506（日本）

事 業 年 度 毎年3月21日から
翌年3月20日まで

定 時 株 主 総 会 6月

配当金受領 毎年3月20日（期末配当金）

株主確定日 毎年9月20日（中間配当金）

公 告 方 法 電子公告により行い、インターネット上の当社のウェブサイト (http://
www.yaskawa.co. jp/ ir/ )に掲載いたします。ただし、やむを得な
い事由により電子公告による公告をすることができない場合は、日本
経済新聞に掲載して行います。

上場金融商品取引所 東京・福岡

株 主 名 簿 管 理 人 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社

（注）持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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